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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 １ 教育委員会費 

事 務 事 業 名 教育委員会運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,853,860     2,853,860

Ｒ４ 2,731,820     2,731,820

増減 122,040     122,040

事 業 目 的  

教育委員会の運営を適正、円滑に行う。 

事業内容及び成果  

１ 教育委員会委員報酬 ４人（±０人） 2,640,000円（±０円） 

２ 教育委員会会議等の状況 

教育委員会会議を定期的に、または必要に応じて開催するとともに、学校視察などを実施し、学校教育

をはじめとした教育行政を推進するため、適切に教育委員会の運営を行った。 

 定例教育委員会開催回数  12回（±０回） 

 学校視察等の延回数    32回（９回増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 16 条の規定に基づ
く芦別市教育委員会会議規則により、定期的又は必要に応じ開催
している。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

教育委員会会議の開催や学校視察などを実施したことで、学校教
育をはじめとした教育行政の推進が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

教育委員会会議、学校視察等を実施し、教育行政の推進を図っていく。 継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ２ 事務局費 

事 務 事 業 名 教育委員会事務局運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 363,680     363,680

Ｒ４ 219,240     219,240

増減 144,440     144,440

事 業 目 的  

教育委員会事務局の事務の効率化を図り、円滑な運営を目指す。 

事業内容及び成果  

教育委員会事務局の運営に関する事務を適切に行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

教育委員会事務局の円滑な運営を図るため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

教育委員会事務局の事務の効率化と円滑な運営が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

他市町村教育委員会等と連携しながら、円滑な運営に努めていく。 継 続 



№189

款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ２ 事務局費 

事 務 事 業 名 地域とともにある学校づくり推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 466,169     466,169

Ｒ４ 425,785     425,785

増減 40,384     40,384

事 業 目 的  

各中学校区ごとにコミュニティスクール（学校運営協議会）を設立し、学校が家庭や地域と連携・協力し

ながら特色のある教育的活動を展開するとともに、学校評価の実施により学校の教育目標達成に向けて組織

的・継続的な改善及び学校教育の質の向上を図り、地域や社会に開かれた学校づくりを推進する。 

事業内容及び成果  

１ コミュニティスクール委員報酬 35人（±０人） 198,000円（4,500円減） 

２ 学校運営協議会活動状況 

活 動 内 容 実施回数 

合同学校運営協議会 ３回（±０回） 

芦別中学校区学校運営協議会 

「家庭学習強調週間」（ファミリー・スタディーウィーク） ４回（±０回） 

クリーンデイ（春・秋） ２回（±０回） 

学校支援部会（授業参観等） ２回（±０回） 

学校関係者評価部会（評価書の作成・提出等） ５回（±０回） 

啓成中学校区学校運営協議会 

学校支援部会（授業参観等） ２回（±０回） 

学校関係者評価部会（評価書の作成・提出等） ５回（±０回） 

 ※地域へのコミュニティスクールの認知や理解度を深めるため、教育だよりでの周知活動を実施した。 

３ 学校が求める支援内容に対して、ボランティアを募集・登録（無償）し、学校の教育活動・学校行事等

に対する支援を行った。 

学校支援ボランティア活動状況 

団体の名称 登録人数 ボランティアの内容 活動実施校 

芦別スキー連盟 ９人（±０人） スキーの指導 芦別小学校、上芦別小学校 

芦別柔道連盟 ２人（±０人） 柔道の指導 芦別中学校、啓成中学校 

合   計 11人（±０人）  

４ 上芦別小学校において、個人の方がボランティア活動として、学校プール授業の見守り補助とミシン・裁

縫授業の指導補助を行った。 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

学校運営及び運営に対する支援を行うため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

学校における各種教育活動について、各委員が学校見学や評価部
会等の参加によって、学校現場の理解や、各学校が抱える課題を
把握することができ、より地域に根差した学校運営に向けての評
価・意見交換が行われた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

中学校の統合による組織を見直し、各学校に部会を置くなど、より地域に根差した活動
を行うとともに、家庭や地域に対して、学校支援の活動状況・役割について理解を深め、
連携・協力の輪が広がるよう、日頃から情報発信・情報提供しコミュニティスクールの
活動を推進する。各学校においては、学校関係者評価部会における評価の内容を学校経
営や教育活動の改善に役立てる。また、各委員が学校支援者の一人として学校運営の
様々な場面に参加し、助言するなど活動を継続し、活動機会を増やすことにより、地域
とともにある学校づくりを推進する。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ３ 教育指導費 

事 務 事 業 名 就学指導事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 37,737     37,737

Ｒ４ 265,172     265,172

増減 △227,435     △227,435

事 業 目 的  

適切な就学指導を行うことにより、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育的支援を適切に行

い、人間性豊かな児童生徒の育成を図る。 

事業内容及び成果  

１ 教育支援委員報酬 １人（±０人） 27,000円（27,000円減） 

２ 教育支援委員会の開催 ３回（３回減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 教育支援委員会設置規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

障がいのある児童生徒及び困り感を持った児童生徒の特性に合
った就学先を協議し、適正な就学に関し、その指導を行うために
必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

児童生徒の特性にあった就学先を決定し、きめ細やかな指導に結
びついた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

教育支援委員会で適切な協議を行い、関係機関との連携を図りながら、児童生徒一人ひ
とりの教育的ニーズに即した、きめ細やかな就学指導を実施していく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ３ 教育指導費 

事 務 事 業 名 外国語教育推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 10,348,800     10,348,800

Ｒ４ 6,996,000     6,996,000

増減 3,352,800     3,352,800

事 業 目 的  

外国語（英語）を通じて、言語や文化についての理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとす

る態度の育成を図り、小学校においては、外国語（英語）の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コ

ミュニケーション能力の素地を養い、中学校においては、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどの

コミュニケーション能力の基礎を養うことを目的とする。さらに、他国の生活や文化などを体験・調査した

りするなどの学習活動を行うことにより、国際理解や国際交流を推進し、その充実を図ることを目的とす

る。 

事業内容及び成果  

 英語指導助手（ＡＬＴ）２人（±０人）を小学校及び中学校に１人ずつ配置し、授業の協力者として学級

（教科）担任を補助したほか、ＡＬＴと英語を話し合うことにより、基礎的なコミュニケーション能力の向

上などの効果が生まれた。 

 英語指導助手等業務委託料  10,348,800円（3,352,800円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

学校においては聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどの
コミュニケーション能力の基礎を養うため、教師を補助する英語
指導助手が必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

児童生徒の英語に対する基礎的なコミュニケーション能力を高
めることができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

小学校の外国語活動の増加や外国語の教科化に対応し、さらに中学校の外国語指導の充
実や英会話能力の向上を図るため、引き続き英語指導助手を配置することにより、社会
の国際化に対応し、異文化の理解に努めていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ３ 教育指導費 

事 務 事 業 名 教職員研修・研究等推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 767,972     767,972

Ｒ４ 766,113     766,113

増減 1,859     1,859

事 業 目 的  

 教師としての指導力と資質の向上に結びつく研修・研究等の充実を図ることを目的とする。 

事業内容及び成果  

 学校及び教育振興会等各種教育諸団体における研修体制と事業の実施を支援した。 

 空知教育センター組合負担金 ほか６件（±０件）  743,500円（9,000円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公務員特例法、芦
別市学校教育推進計画 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

教育の成果の多くは、教員の指導力によるものであることから、
研修活動の充実を図り、相互に研鑽しあう環境を構築し、教員と
しての確かな指導力及び資質の向上を図る機会を創出する必要
がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各教員の研修により、当該教員の指導力を高めることにつながっ
たのみならず、研修内容を校内で交流することにより、学校全体
に効果が波及した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

ＩＣＴ教育の推進を図るための研修を実施するほか、オンライン等による研修を実施す
ることにより、多数の教職員が参加できる研修機会の創出と受講の奨励に努める。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ３ 教育指導費 

事 務 事 業 名 いじめ・不登校対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 559,180     559,180

Ｒ４ 549,848     549,848

増減 9,332     9,332

事 業 目 的  

不登校及びいじめ等の心の問題を解決するため、心の触れ合いを大切にし、児童生徒一人ひとりの個性の

伸長を図りつつ、社会的な資質や能力・態度と自己指導能力を育成し、生徒指導の充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ いじめ問題対策連絡協議会委員報酬 ６人（１人減） 24,000円（4,000円減） 

２ いじめ問題対策連絡協議会の開催 １回（±０回） 

３ 教育委員会の組織として、「適応指導教室」を設置し、学校に行くことができない児童生徒を受け入

れ、適応指導教室専任指導員を１人配置（±０人配置）し、その指導の下、個別指導、集団活動、体験活

動等を行うことによって、学習習慣とコミュニケーション能力を身につけ、対人関係の改善を図った。 

４ 学校における生徒指導校内委員会などの問題行動に対応する組織体制の機能を充実させるための指導、

助言を行った。 

５ 関係機関（家庭児童相談室・児童相談所等）との連携を図り、問題行動の解決に当たった。 

６ スクールカウンセラー（道事業）を１人（±０人）配置し、教育相談体制を充実させ、問題行動の解決

に当たった。 

７ 仲間づくり「子ども会議」の開催 令和５年11月13日(月) 小中高の児童生徒20人（13人増） 

８ ｈｙｐｅｒ－ＱＵ（学校生活アンケート）の実施（各小中学校２回実施） 460,080円（116,420円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 いじめ防止対策推進法、いじめ問題対策連絡協議会等条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

生徒指導の充実を図り、不登校及びいじめ等の心の問題を解決
し、児童生徒が安心して学校での学習その他活動に取り組めるよ
う対応する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

関係機関等との連携により、いじめに対しての全体理解が進み、
未然防止や早期発見、早期解消が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

関係機関との連携を一層強め、不登校の発生予防とその解消に向けた取組や不登校への
対応として、子どもたちの個々の教育ニーズを踏まえた学びの保障に努める。また、い
じめの根絶及び早期発見に向けた取組を推進していく。 

継 続 



№194

款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ３ 教育指導費 

事 務 事 業 名 文化・体育活動振興事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,237,469    1,166,000 1,071,469

Ｒ４ 1,804,977    1,166,000 638,977

増減 432,492     432,492

事 業 目 的  

児童生徒の健康増進と体力の向上及び芸術に対する造詣を深め、自主性・協調性・責任感・連帯感などを

育成し、他校との親睦を図る。 

事業内容及び成果  

１ 児童生徒の文化・体育振興行事開催を教育振興会に委託し、実施した。 

児童生徒教育振興行事開催委託料 1,320,438円（740,624円増） 

  各種行事の実施状況 

区  分 参加校 参加人員 

新体力テスト記録会 ２校（２校増） 56人 （56人増） 

小学校芸術鑑賞会 ２校（±０校） 345人 （35人減） 

中学校芸術鑑賞会 ２校（２校増） 127人（127人増） 

音 楽 発 表 会 ４校（４校増） 157人（157人増） 

児 童 生 徒 作 品 展 ４校（±０校） 366人 （57人増） 

２ 児童生徒等対外競技、中体連体育大会及び児童又は生徒の文化行事の参加について、必要な経費を補助

した。 

  児童生徒等対外競技出場補助金 714,437円（128,053円減） 

  助成の状況 

学  校  名 部  活  動 件  数 金  額 

芦別中学校 

陸 上 部 ０件（１件減）  ０円 （13,500円減） 

野 球 部 ０件（±０件）  ０円     （±０円） 

バ レ ー ボ ー ル 部 １件（±０件）  63,250円 （82,510円増） 

サ ッ カ ー 部 ２件（±０件）  49,030円 （25,935円減） 

バスケットボール部 ４件（１件増）  239,157円 （11,033円減） 

テ ニ ス 部 ３件（２件減）  165,360円 （30,110円増） 

剣 道 部 ２件（±０件）  23,250円 （20,750円減） 

柔 道 部 １件（皆増）    750円       （皆増） 

吹 奏 楽 部 ２件（±０件）  102,640円 （29,025円減） 

啓成中学校 

バスケットボール部 １件（１件増） 22,000円 （22,000円増） 

バ レ ー ボ ー ル 部 １件（±０件）  19,000円 （13,450円減） 

卓 球 部 １件（１件減）  30,000円 （70,470円減） 

柔 道 部 ０件（１件減）  ０円  （5,000円減） 

合   計 18件（２件減）  714,437円（128,053円減） 

３ 北空知中学校体育連盟負担金  169,994円（22,156円減） 

次頁へ続く



№194
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

体育競技・文化行事等に参加することにより、児童生徒の健康増
進・体力向上及び文化・芸術に対する造詣を深めることができ、
他校との親睦を図るために必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

部活動等の対外競技出場に際して、補助金を交付することにより
出場経費に関する保護者負担の軽減が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

芦別市ＰＴＡ連合会から、中学校の部活動に対する対外競技出場
補助について、全国大会のみならず、全道大会・地区予選会にも
出場経費の全額補助若しくは補助金の増額について要望が出さ
れている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

教育振興会の委託事業を継続して実施していく。なお、児童生徒等対外競技出場補助金
については、上記要望の内容を踏まえ、他の補助金との均衡をみながら、補助率の見直
しについて検討していく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ３ 教育指導費 

事 務 事 業 名 特別支援教育推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 17,782,137   13,500,000  4,282,137

Ｒ４ 13,627,280   13,600,000  27,280

増減 4,154,857   △100,000  4,254,857

事 業 目 的  

ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の障がい及び学習面につまずき感や困り感のある児童生徒に対して、そ

の一人ひとりの教育的ニーズを把握し、当該児童生徒の持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克

服するために、適切な教育を通じて個々の特性に応じた必要な支援を行う。また、特別支援教育コーディネ

ーター（小中学校教員）を活用することにより、特別支援教育の更なる推進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 通常学級における困り感・つまずき感のある児童生徒の個々の特性に応じたきめ細やかな支援を行うた

めに、小中学校４校（小学校１校増）に学習支援員をそれぞれ１人ずつ配置した。 

  特別支援教育推進員業務委託料  17,774,397円（4,161,897円増） 

２ 特別支援学級に在籍する児童生徒の学習や校内生活の補助的役割を担う、特別支援学級補助員を学級在

籍児童生徒の人数に応じて小中学校に配置した。 

３ 特別支援学級に在籍している児童生徒については、保護者から同意を得て作成する「個別の教育支援計

画」や「個別の教育指導計画」を作成し、関係機関と連携を図りながら児童生徒への支援を行った。 

４ 通常学級において特別な支援を要する児童生徒が増えていることや、保護者のニーズに応じて、芦別小

学校では通級指導教室を開設し、言語障害、学習障害など児童の障がいの特性に応じた個別の支援を行っ

た。 

５ 特別支援教育連携協議会（相談支援部会）や特別支援教育コーディネーター会議を開催し、特別支援教

育に対する共通認識を高め、児童生徒への支援体制を図るほか、研修会を開催し、特別支援教育に対する

資質の向上に努めた。 

次頁へ続く



№195
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、適切な教育環境を
整え、個々の特性に応じた支援を行っていく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

困り感等を有する児童生徒に対し、きめ細やかな支援を行い児童
生徒の特性に応じた支援、指導が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

児童生徒の教育的ニーズに応じた支援がより充実したものとな
るよう学習支援員等の全校への継続配置とさらなる増員につい
て、ＰＴＡ連合会から要望が出されている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学習支援員の各小中学校への配置のほか特別支援学級補助員の配置を行うとともに、関
係機関と連携を図りながら、児童生徒の特性に応じたきめ細やかな支援や指導を行って
いく。また、通常学級において特別な支援が必要な生徒に対し、生徒一人ひとりの学び
の状況に応じた支援を行うため、令和６年度から中学校に「通級指導教室」を開設して
いる。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ３ 教育指導費 

事 務 事 業 名 学力向上・教育課程管理事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,670,868    1,000,000 1,670,868

Ｒ４ 1,856,387    1,000,000 856,387

増減 814,481     814,481

事 業 目 的  

次代を担う子どもたちのために、創意に満ちた調和と統一性のある教育課程を編成し、児童生徒に基礎

的・基本的な学力の定着を図り、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力等

を身に付けさせる。 

事業内容及び成果  

１ 全国学力・学習状況調査及び市内統一学力テスト（ＣＲＴ）を実施し、課題を分析し、改善に取り組ん

だ。 学力検査ＣＲＴ実施分 570,480円（±０円） 

２ 基礎的・基本的な学力を身に付けるほか家庭学習の習慣化を図るため、児童生徒の１人１台端末にデジ

タルドリルを導入した。 デジタルドリル利用料 １種類（皆増） 1,410,200円（皆増） 

３ 市内小中学校それぞれに学習サポート教員を１人配置し、ＴＴ（ティーム・ティーチング）指導等によ

る基礎基本の定着に必要なきめ細やかで質の高い学習環境の確保を図った。 

４ 読む力・考える力などを付けるため、新聞を活用した授業・校内掲示などを実施した。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市の児童生徒の学力状況は、徐々に全国・全道平均に近づいて
きているものの、学年や教科によっては全国との大きな差があ
り、課題を抱えているため、学力の基礎基本を定着させるための
様々な取組が必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

家庭へのタブレットの持ち帰りによる家庭学習の習慣化と質の
向上を図るため、デジタルドリルを導入した。また、授業改善の
取組として市内小中学校で統一した授業スタイル「芦別スタンダ
ード」の実践が図られている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学校における指導方法としてティーム・ティーチングや習熟度別指導などを継続して実
施するほか、授業スタイルを統一する「芦別スタンダード」を確立することにより、小
中９年間を通じた授業改善を進める。また、各種検定料助成事業、新聞の活用、新たな
デジタルドリルの導入などにより学習意欲を喚起させるとともに家庭学習の定着化を
図る。さらに、ＩＣＴ活用による個別最適な学びと協働的な学びを実践し、児童生徒の
基礎学力の定着と底上げを目指していく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ４ 教員住宅管理費 

事 務 事 業 名 教員住宅管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 671,710    671,710 

Ｒ４ 446,875    446,875 

増減 224,835    224,835 

事 業 目 的  

教員住宅の適正な管理を行い、住宅の耐用年数延長及び居住の快適性を維持する。 

事業内容及び成果  

１ 教員住宅の管理を行った。 

管理戸数 入居戸数 入居率 

16戸（±０戸） 15戸（±０戸） 93.8％（±０ﾎﾟｲﾝﾄ） 

２ 整備事業 

 修繕料 61,710円（38,819円増） 

 ・修繕内容：物置ドア蝶番交換、雪囲い修繕、ストーブ修繕 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 職員住宅貸与規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

教員住宅の入居者の住宅環境の充実のため、教員住宅の維持管理
に努める必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

教員住宅の適正な管理を実施し、入居している教員の居住環境の
維持が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

教員住宅の良好な住宅環境の維持に努め、入居者がいる住宅については、継続して貸与
するために必要とされる修繕等を行っていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ５ 諸費 

事 務 事 業 名 通学自動車運行事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 40,228,865 7,500,000  8,700,000 8,300,000 15,728,865

Ｒ４ 14,696,180     14,696,180

増減 25,532,685 7,500,000  8,700,000 8,300,000 1,032,685

事 業 目 的  

小中学校の統合に伴う児童生徒及び徒歩による通学が困難な地域に居住する児童生徒の通学手段を確保す

る。また、学校行事等のためにスクールバスを運行することにより、学校教育の円滑な実施に資する。 

事業内容及び成果  

小中学校の統合に伴い、通学校が変更となった児童生徒に対しては、市で購入したスクールバスを業者へ

貸与し運行を委託するとともに、学校行事等のための通学時以外の運行は、スクールバスの委託業者と別途

委託契約を締結し、円滑に事業が遂行された。 

 スクールバスの運行業務委託料 

路線名 委託料（年額） 対象校 

常 磐 線 2,904,000円    （±０円） 芦別小、芦別中 

新 城 線 3,300,000円    （±０円） 芦別小、芦別中 

野 花 南 線 3,927,000円    （±０円） 上芦別小、啓成中 

西 芦 別 線 3,465,000円       （±０円） 上芦別小、啓成中 

通学時以外 1,135,176円  （254,996円増） 全小中学校 

合 計 14,731,176円 （254,996円増）  

 自動車借上料 176,000円（44,000円減）  

   市の車両・スクールバスで対応不可である学校行事に対してバスを借り上げた。 

      ２回（１回増）  延２台（±０台） 

 整備事業 

   備品購入費 24,915,000円（皆増） 

   ・購入内容：スクールバス（マイクロバス29人乗り）３台 

    新規路線の上芦別西線、上芦別東線及び野花南線の入れ替えとして購入 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

小中学校の統合による通学困難地域に居住する児童生徒の通学
手段を確保する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

スクールバスを運行することにより、通学手段を確保し、さらに
学校行事等を円滑に実施することができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年４月からの中学校統合に伴い、新たに上芦別（東・西）線の２路線を増設した
ことにより、通学手段を確保し、通学時以外の学習活動や学校行事に対しても、スクー
ルバスの運行を行い、学校要請に合わせた効率的な運行に努めていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ５ 諸費 

事 務 事 業 名 その他教育総務事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 7,440 7,440    

増減 △7,440 △7,440    

事 業 目 的  

小中学校における新型コロナウイルス感染症感染拡大防止として、牛乳パックの廃棄処理を行う。 

事業内容及び成果  

牛乳パックゴミ処理手数料 ０円（7,440円減） ０㎏（620㎏減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

□ 高  い 
■ 低  い 

新型コロナウイルスが５類に移行したため、廃棄処理の必要性は
なくなった。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

予算を確保し、実施できる体制を整えていたが、廃棄処理が発生し
なかった。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和５年５月より新型コロナウイルスが５類に移行したことに伴い、牛乳パックについ
ては、コロナ禍前と同様に環境教育の一環としてリサイクルを再開したため、廃棄に伴
う処分手数料を計上する必要はなくなった。 

終 了 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ５ 諸費 

事 務 事 業 名 幼児教育推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 178,000     178,000

Ｒ４ 204,000     204,000

増減 △26,000     △26,000

事 業 目 的  

健やかで心豊かな子どもを育む幼稚園教育を推進するために必要な運営への助成及び教育環境の整備を支

援する。 

事業内容及び成果  

私立学校運営費補助金の交付 

    区 分 

園 名 

市 内 市 外 合 計 

人 数 
助成額 

(2,000円/人) 
人 数 

助成額 

(1,000円/人) 
人 数 

助成額 

合 計 

認定こども園芦別

みどり幼稚園 

89人 

(13人減) 

178,000円 

(26,000円減) 

０人 

(±０人) 

０円 

(±０円) 

89人 

(13人減) 

178,000円 

(26,000円減) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 私立学校助成条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

幼稚園教育に必要な運営及び教育環境の整備を図るために必要で
ある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

幼稚園教育に必要な運営及び教育環境の整備のため、運営補助金
を交付し、健やかで心豊かな子どもを育む幼稚園教育の推進が図
られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

私立幼稚園に対する運営補助金の交付を継続し、私立幼稚園の健全な発展を支援してい
く。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ５ 諸費 

事 務 事 業 名 専門学校・大学による高等教育推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 24,497,450    4,522,400 19,975,050

Ｒ４ 15,233,500    7,482,000 7,751,500

増減 9,263,950    △2,959,600 12,223,550

事 業 目 的  

１ 私立学校の振興発展及び教育の充実に資する。 

２ 専門学校等への修学が困難な者に対して、修学を奨励し、職業に必要な能力を育成する。 

事業内容及び成果  

経済的理由により市内専門学校への修学が困難な者に対する奨学金の貸付を行った。 

また、市内私立学校への運営補助、及び市内私立学校入学生の保護者へ修学奨励金を交付した。 

 専修学校奨学金貸付金 

 ① 貸与件数  20件（６件増） 

 ② 貸与金額  14,400,000円（4,320,000円増） 

（内訳） 新規分 月額60,000円×12月×12人（６人増）＝8,640,000円（4,320,000円増） 

     継続分 月額60,000円×12月×８人（±０人）＝5,760,000円（±０円） 

 私立学校運営費補助金 

    区 分 

学校名 

市   内 市   外 合 計 Ａ 

人 数 
助成額 

(10,000円/人) 
人 数 

助成額 

(1,000円/人) 
人 数 

助成額 

合 計 

専門学校北日本

自動車大学校 

34人 

(８人増) 

340,000円 

(80,000円増) 

８人 

(７人増) 

8,000円 

(7,000円増) 

42人 

(15人増) 

348,000円 

(87,000円増) 

   区 分 

学校名 

市   内 市   外 合 計 Ｂ 

人 数 
助成額 

(10,000円/人) 
人数 

助成額(a) 

(500円/人) 
人数 

助成額 

合 計 

星槎大学 
１人 

(１人増) 

10,000円 

(10,000円増) 

６人 

(１人増) 

3,000円 

(500円増) 

７人 

(２人増) 

13,000円 

(10,500円増) 

助成額(a)は、市内に住所を有しない生徒であって、スクーリングのため来校する生徒 

交付額合計（Ａ＋Ｂ）＝361,000円（97,500円増） 

 修学奨励金 

区 分 

学校名 
人 数 

助成額 

(300,000円/人) 

専門学校北日本自動車大学校 24人(13人増) 7,200,000円(3,900,000円増) 

次頁へ続く
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 学生確保対策補助金 

区 分

学校名 

入寮費 

(10,000円/人) 

部屋代 

（5,000円×12ヶ月/人） 

※途中退寮者４名を含む 

合  計 

専門学校北日本

自動車大学校 

18人(９人増)

180,000円(90,000円増)

31人(６人増)

1,735,000円(235,000円増)

1,915,000円

(325,000円増)

 通学費補助金 ３人（皆増） 621,450円（皆増） 

 入学生の状況（各年度５月１日現在） 

① 専門学校北日本自動車大学校 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市 内   16人   11人    19人 

市 外 １人 １人 ７人 

道 外 ０人 ０人 ０人 

計 17人 12人 26人 

② 星槎大学芦別キャンパス 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市 内 ０人 ０人 ０人 

市 外 ０人 ０人 ０人 

道 外 ０人 ０人 ０人 

計 ０人 ０人 ０人 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 私立学校助成条例、修学奨励金交付条例、専修学校奨学金貸与条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市をあげて誘致した学校の存続と入学生の確保のため、学校の運
営に関する補助や学生に対する援助を行い、安定的な運営を支援
する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

学校の運営に関する補助や学生に対する援助、修学奨励金の交付
制度や奨学金の貸与制度等の支援策により、私立学校の振興発展
及び教育の充実が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学校法人の運営費に関する補助を行い、安定的な運営を支援するとともに、入学生の確
保対策として修学奨励金の交付、専修学校奨学金の貸付、北日本自動車大学校の学生へ
の通学費及び寮費助成制度について継続して実施していく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ５ 諸費 

事 務 事 業 名 高等学校教育推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 7,866,146   6,000,000  1,866,146

Ｒ４ 11,161,710   8,400,000  2,761,710

増減 △3,295,564   △2,400,000  △895,564

事 業 目 的  

高等学校の振興発展及び教育の充実に資する。 

事業内容及び成果  

１ 私立学校の運営補助及び修学者またはその保護者に対して助成を行った。 

 私立学校運営費補助金（星槎国際高等学校） 

市   内 市   外 合   計 

人 数 
助 成 額 

(10,000円/人)
人 数 

助成額(a) 

(1,000円/人)
人 数 

助成額(b) 

(500円/人) 
人 数 助成金合計 

８人 

(１人増) 

80,000円 

(10,000円増) 

41人 

(５人減) 

41,000円 

(5,000円減) 

1,821人 

(92人増) 

910,500円 

(46,000円増)

1,870人 

(88人増) 

1,031,500円 

(51,000円増)

助成額(b)は、市内に住所を有しない生徒(助成額(a)に該当する者を除く。)であって、スクーリングのた

め来校する生徒 

 修学奨励金交付内訳 

         区 分

学校名 

助成額 

(30,000円/人) 

星槎国際高等学校 
     ９人（５人減） 

270,000円（150,000円減）

 入学生の状況（各年度５月１日現在） 

星槎国際高等学校芦別学習センター 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市 内 １人 ４人 ２人 

市 外 13人 14人 12人 

道 外 ０人 ０人 ０人 

計 14人 18人 14人 
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２ 芦別高校に在学する生徒の保護者に対して、通学費及び検定試験等受験料の助成を行った。 

  また、芦別高校に入学した生徒の保護者のうち、芦別市内に住所を有している保護者に対して、修学奨 

励費助成として、「どんぐり商品券」10万円分を交付した。 

 通学費助成の内訳 

学年

住所 
１年生 ２年生 ３年生 合 計 

芦別市 

人 数 ０人(±０人) ０人(±０人) ０人(２人減) ０人(２人減)

助成額 
０円

(±０円)

０円

(±０円)

０円

(140,040 円減)

０円

(140,040 円減)

赤平市 

人 数 14 人(３人増) 11 人(４人減) 16 人(８人増) 41 人(７人増)

助成額 
799,315 円

(58,755 円増)

629,400円

(599,355 円減)

924,511円

(517,346 円増)

2,353,226円

(23,254 円減)

滝川市 

人 数 ４人(２人増) ２人(２人増) ０人(３人減) ６人(１人増)

助成額 
66,245 円

(63,250 円減)

130,815 円

(130,815 円増)

０円

(202,795 円減)

197,060円

(135,230 円減)

上砂川町 

人 数 ０人(±０人) ０人(±０人) ０人(１人減) ０人(１人減)

助成額 
０円

(±０円)

０円

(±０円)

０円

(74,760 円減)

０円

(74,760 円減)

歌志内市 

人 数 ０人(１人減) １人(１人増) ０人(±０人) １人（±０人）

助成額 
０円

(79,750 円減)

72,395 円

(72,395 円増)

０円

(±０円)

72,395 円

(7,355 円減)

合 計 

人 数 18 人(４人増) 14 人(１名減) 16 人(２人増) 48 人(５人増)

助成額 
865,560円

(84,245 円減)

832,610円

(396,145 円減)

924,511円

(99,751 円増)

2,622,681円

(380,639 円減)

 検定試験等受験料助成の内訳 

学年

種別 
１年生 ２年生 ３年生 合 計 

各種検定等 

延人数 13 人(26 人減) 35 人(78 人減) 23 人(14 人増) 71 人(90 人減)

助成額 
18,350 円

(27,450 円減)

40,200 円

(78,600 円減)

34,250 円

(21,200 円増)

92,800 円

(84,850 円減)

模擬試験 

延人数 １人(３人減) 18 人(±０人) 39 人(13 人減) 58 人(16 人減)

助成額 
1,200 円

(3,600 円減)

28,050 円

(200 円減)

58,275 円

(15,915 円減)

87,525 円

(19,715 円減)

合 計 

実人数 13 人(12 人減) 19 人(20 人減) 25 人(15 人増) 57 人(17 人減)

延人数 14 人(29 人減) 53 人(78 人減) 62 人(１人増) 129 人(106 人減)

助成額 
19,550円

(31,050 円減)

68,250円

(78,800 円減)

92,525円

(5,285 円増)

180,325円

(104,565 円減)

 修学奨励費助成の内訳 32名（３名増） 3,200,000円（300,000円増） 

３ 芦別高校に在学する生徒が大学へ進学するための活動支援として補助金を交付した。 

  芦別高校学力向上等支援事業費補助金 

事 業 名 参加人数 補助金額 

カタリ場イン芦別高校開催  51人(５人増) 229,000円（44,000円増） 

スタディサプリ導入等（新規） 54人 (皆増) 332,640円   （皆増） 

次頁へ続く 



№202
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
私立学校助成条例、修学奨励金交付条例、北海道芦別高等学校修学
費助成条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

道立の芦別高校のほか、市をあげて誘致した星槎国際高校の入学
生確保のため、学校の運営に対する補助や生徒に対する援助を行
い、安定的な運営を支援する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

私立学校の運営補助及び修学者またはその保護者に対しての助成
を行うことにより、高等学校の振興発展及び教育の充実が図られ
た。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

■有 
□無 

芦別高校通学費助成率を２分の１に改正（削減効果額 2,623 千円
／年）市内中学校からの進学者に対して１人 10万円の修学費助成
金の支給（増加額 3,200 千円） 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

高等学校の振興発展と教育の充実を図るため、芦別高校に対しては、地元からの進学率
を高めるための助成措置を継続するほか、入学者の確保を図るため、新たな行政支援策
について検討するなど、関係機関との連携により、間口確保に対する支援を行っていく。
また、星槎国際高校に対しては、学校法人の安定的な運営を支援するための補助制度、
生徒確保対策のための修学奨励金交付制度を継続して実施していく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 １ 教育総務費 目 ５ 諸費 

事 務 事 業 名 他会計繰出事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,150,792     1,150,792

Ｒ４      

増減 1,150,792     1,150,792

事 業 目 的  

奨学資金特別会計の安定的な運営のため繰出金を拠出する。 

事業内容及び成果  

奨学資金特別会計へ繰出金を拠出した。1,150,792円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公営企業繰出基準 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければならな

い理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図られて

いるかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3. 要望 
（市民・団体等からの要望な

ど）

□ 有 
□ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外 

※本繰出金を拠出した奨学資金特別会計において、事務事業の評価を実施しているため、評価対象外とした。



№204

款 10 教育費 項 ２ 小学校費 目 １ 学校管理費 

事 務 事 業 名 小学校管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 45,681,998    7,000,000 38,681,998

Ｒ４ 46,739,546   3,600,000 9,000,000 34,139,546

増減 △1,057,548   △3,600,000 △2,000,000 4,542,452

事 業 目 的  

各小学校の適切な管理運営を行い、教育環境の改善と充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ 整備事業 
 修繕料 2,919,710円（166,267円増） 
① 芦別小学校  1,587,937円 （499,830円減） 

    ・修繕内容：遊具施設、防火設備ほか 
② 上芦別小学校  1,331,773円（665,097円増） 

    ・修繕内容：灯油サービスタンク用オイルポンプ、除雪機オーバーホールほか 
 備品購入費 1,735,280円（438,490円増） 
① 芦別小学校 1,583,260円（682,470円増） 

    ・購入内容：電話設備、電気温水器ほか 
② 上芦別小学校  152,020円（243,980円減） 

   ・購入内容：ガス警報器、消火栓ホース 

２ 主な維持管理費 
 燃料費         15,055,582円（1,993,454円増） 
 光熱水費         9,861,993円 （240,849円増） 
 学校労務職員業務委託料  6,616,500円    （±０円） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校保健安全法、芦別市立学校設置条例、芦別市立学校管理規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

児童の教育環境の改善と充実を図るため、適切な管理が必要であ
る。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各小学校の修繕等の適切な管理運営を行い、教育環境の改善と充
実が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

              ― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適切な修繕等の対応を行い、安全・安心な学校施設の維持管理に努めるとともに、児童
数の動向を見極めながら、将来的な小学校の在り方を検討していく。また、小学校への
エアコンの設置を繰越明許費により行う。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ２ 小学校費 目 ２ 教育振興費 

事 務 事 業 名 小学校教育振興事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,970,206 24,000    2,946,206

Ｒ４ 4,064,148 146,000    3,918,148

増減 △1,093,942 △122,000    △971,942

事 業 目 的  

学習指導要領に基づいた教育活動を適切に実施することによって、基礎的・基本的な事項の確実な定着と

確かな学力の向上を目指した学習指導の充実に努める。 

事業内容及び成果  

１ 主な授業用教材、教具等の整備状況 

学 校 名 教  材  名 数 量 金 額 

芦別小学校 
国旗よみがな付地球儀 ６個 42,900円 

送風機 ６個 31,350円 

上芦別小学校 エバニューコーナーポスト ３個 15,000円 

２ 教師用教科書及び指導書の購入  4,480円（皆増） 

３ 特別支援学級への補助員の配置状況 

  芦別小学校 ７人（±０人）  上芦別小学校 ２人（２人減） 

４ 特別支援教育就学奨励費補助金の交付状況 

区  分 人 員 金 額 

特別支援教育就学奨励費補助 ２校（±０校） 10人（２人減） 47,593円（244,685円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法、特別支援教育就学奨励費補助金支給規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

小学校の授業用教材・教具等の整備を図るなど、各学校における円
滑な教育活動の推進と学校教育の振興を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

教材等の整備により、円滑な教育活動が実施できた。また、特別支
援学級での補助員配置により、在籍児童に対して、きめ細やかな支
援が行われた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学習指導要領に基づく教育活動の充実を図るとともに、特別支援学級や通級指導教室に
在籍する児童へのきめ細やかな対応を継続し、教育の振興を図っていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ２ 小学校費 目 ２ 教育振興費 

事 務 事 業 名 小学校就学援助事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,701,591     1,701,591

Ｒ４ 2,907,664     2,907,664

増減 △1,206,073     △1,206,073

事 業 目 的  

経済的理由のため就学困難と認められる児童の保護者に対し、就学援助費を支給することにより、義務教

育の円滑な実施に資することを目的とする。 

事業内容及び成果  

要保護、準要保護世帯に対する援助の状況 

種  類 実人数 支 給 額 備  考 

校外活動費 10人(３人増) 12,000円  (10,860円増)  

学用品・通学用品費 47人(２人増) 602,589円  (11,312円減)  

修学旅行費 ９人(４人増) 203,092円  (68,624円増)  

新入学学用品費 ６人(８人減) 324,360円 (102,120円減)  

体育実技用具費 13人(３人増) 314,000円  (51,100円増)  

運動着購入費 ５人(２人減) 30,000円  (12,000円減)  

学校給食費 ０人(45人減) ０円(1,267,605円減) 令和５年度から給食費無償化 

医療費 ０人(１人減) ０円   (5,120円減)  

ＰＴＡ会費 33人(１人減) 105,550円   (3,200円増)  

卒業アルバム代等 10人(５人増) 110,000円  (58,300円増)  

オンライン学習通信費 ０人(±０人) ０円      (±０円)  

合  計 47人(２人増) 1,701,591円(1,206,073円減)  

支給種類（学用品・通学用品費、修学旅行費等）と支給額は、各学校や学年、実績等により異なる。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法、就学援助費支給条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

経済的理由のため就学困難と認められる児童の保護者に対し、就
学援助費を支給することにより、義務教育の円滑な実施を図る必
要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

就学援助費を支給することにより、保護者の教育費負担軽減及び
児童の適正な就学の支援が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

国の制度に準拠しつつ、経済的理由により、就学や教育機会を奪われるようなことが
ないよう事業を継続していく。 継 続 
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款 10 教育費 項 ２ 小学校費 目 ２ 教育振興費 

事 務 事 業 名 小学校情報化教育推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 5,221,282 525,000   2,500,000 2,196,282

Ｒ４ 5,491,233 294,000    5,197,233

増減 △269,951 231,000   2,500,000 △3,000,951

事 業 目 的  

情報化社会に対応するため、技術的、内容的により進歩したＩＣＴ教育の充実を図るとともに、自主的な

学習活動に資する。 

事業内容及び成果  

１ 令和２年度に整備した１人１台端末を有効活用するため、端末の操作や授業活用に関する支援を実施し

たほか、ネットワークの保守管理を実施した。 

 小学校ＩＣＴ支援業務委託料 2,640,000円（±０円） 

 保守管理の状況 

学 校 名 内    容 金 額 

芦別小学校 学校の情報ネットワーク環境について、その機器等が

良好な状態で円滑に授業等ができるよう保守業務を

行った。 

155,100円 （±０円） 

上芦別小学校 155,100円 （±０円） 

芦別小学校 学校の各教員が使用する校務用パソコンについて、そ

の機器が良好な状態で円滑に事務が執行できるよう

機器の保守と各教員へのサポート等を行った。 

152,438円 （±０円） 

上芦別小学校 152,438円 （±０円） 

２ プリンタートナー等の購入費  1,699,071円（198,935円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

ＩＣＴ教育の進展とＧＩＧＡスクール構想によるタブレット端末
の導入により、早期からＩＣＴ機器を活用した教育の充実を図る
必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した
■ 維持した 
□ 低下した 

タブレット端末を活用した授業への取組が進められ、児童の活用
能力が向上した。また、ＩＣＴ支援員による研修・助言等を通じ、
各教員の端末活用力を高めることができ、授業改善につながった。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学習指導要領により、ＩＣＴ教育及びプログラミング教育の実施は必須になっているこ
とから、タブレット端末を活用し、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向
けた教育を実践するとともに、引き続き教員を対象としたコンピュータ等研修会を実施
し、教員の習熟度や授業での活用力の向上を図っていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ３ 中学校費 目 １ 学校管理費 

事 務 事 業 名 中学校管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 56,150,142 4,997,000  4,000,000 16,703,000 30,450,142

Ｒ４ 34,024,899    8,000,000 26,024,899

増減 22,125,243 4,997,000  4,000,000 8,703,000 4,425,243

事 業 目 的  

各中学校の適切な管理運営を行い、教育環境の改善と充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ 整備事業 
 修繕料 1,151,568円（471,717円増） 
① 芦別中学校 842,072円（615,256円増） 

   ・修繕内容：除雪機オーバーホール、窓台ビニールシート張替ほか 
② 啓成中学校 309,496円（143,539円減） 

   ・修繕内容：除雪機オーバーホール、草刈り機修繕ほか 
 工事請負費 16,863,000円（皆増） 

   ・施工内容 芦別中学校黒板取替工事、芦別中学校３線校舎トイレ内装改修工事ほか 
 備品購入費 3,966,260円（699,040円増） 
 芦別中学校 3,966,260円（756,020円増） 

  ・購入内容：芦別中学校自転車置き場、芦別中学校器具庫 

２ 主な維持管理費 
燃料費          8,753,968円（499,416円増） 
光熱水費         12,588,101円（602,067円減） 
学校労務職員業務委託料  3,300,000円   （±０円） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校保健安全法、芦別市立学校設置条例、芦別市立学校管理規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

生徒の教育環境の改善と充実を図るため、適切な管理が必要であ
る。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各中学校の修繕等の適切な管理運営を行い、教育環境の改善と充
実が図られた。また、中学校統合に向けて校舎の一部の改修工事
や設備の設置など、必要な環境整備を行った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

              ― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年４月の中学校の統合後においても適切な修繕等の対応を行い、安全・安心な学
校施設の維持管理に努めていく。また、中学校へのエアコンの設置を繰越明許費により
行う。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ３ 中学校費 目 ２ 教育振興費 

事 務 事 業 名 中学校教育振興事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 3,183,835 31,000    3,152,835

Ｒ４ 3,219,209 44,000    3,175,209

増減 △35,374 △13,000    △22,374

事 業 目 的  

学習指導要領に基づいた教育活動を適切に実施することによって、基礎的・基本的な事項の確実な定着と確

かな学力の向上を目指した学習活動の充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ 主な授業用教材、教具等の整備状況 

学 校 名 教 材 名 数 量 金 額 

芦別中学校 精密体重計 １個 49,500円 

２ 教師用教科書及び指導書の購入  ０円（2,282円減） 

３ 特別支援学級への補助員の配置状況  芦別中学校 ２人（±０人） 

４ 特別支援教育就学奨励費補助金の交付状況 

区  分 人 員 金 額 

特別支援教育就学奨励費補助 ２校（±０校） ５人（１人増） 63,297円（25,198円減） 

５ 生徒にとって望ましい部活動環境の構築と教職員の働き方改革の推進を図る観点から、部活動の地域へ 

の移行や合理的で効果的な部活動の在り方について検討した。 

 芦別市部活動改革検討協議会の設置 

① 委員費用弁償 延べ29人（皆増） 34,500円（皆増） 

② 検討協議会の開催 ４回開催（皆増） 

 休日における部活動の地域移行に関するアンケート調査 

※調査期間：10月16日から11月５日まで 

① 小学校５・６年生の児童とその保護者 

② 中学生とその保護者 

 先進地視察 

① 登別市（令和５年11月１日（水） 登別市民会館） 

② 留萌市（令和５年11月17日（金） 留萌市役所） 

③ 安平町（令和６年２月８日（木） 安平町役場） 

 道教委部活動の在り方検討支援アドバイザーによる講演会（令和６年２月27日（火）開催） 

 ・講師 ＮＰＯ法人おにスポ理事長 磯田大治氏 

・演題 「部活動が変わります！！～ジュニアスポーツから地域スポーツのイノベーションを～」 

 競技団体等との意見交換 

各競技種目における現況や地域移行に係る検討課題を把握するため意見交換を実施

（２月 20日から３月 13日まで スポーツ系６団体（皆増）、文化系２団体（皆増）） 

  ※野球、サッカー、バスケットボール、ソフトテニス、バレーボール、卓球、吹奏楽、美術 

 中学校との意見聴取 

※ 芦別中学校及び啓成中学校の教職員に対してアンケート方式により実施 

次頁へ続く
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法、特別支援教育就学奨励費補助金支給規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

中学校の授業用教材・教具等の整備を図るなど、各学校における円
滑な教育活動の推進と学校教育の振興を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

教材等の整備により、円滑な教育活動が実施できた。また、特別支
援学級での補助員配置により、在籍生徒に対して、きめ細やかな支
援が行われた。中学校の統合に伴い、その円滑な統合に向けた児
童・生徒間交流事業を実施するなど、各種取組を行った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年４月に中学校が統合したことから、更なる教育環境の整備と学びの充実を図る
とともに、特別支援学級に在籍する生徒へのきめ細やかな対応を継続し、教育の振興を
図っていく。 
また、部活動の地域移行については、部活動の地域移行の観点だけではなく、幼児、小
学生、中学生、高校生及び一般市民を対象に、本市におけるスポーツ・文化芸術活動の
機会を地域全体で支え確保していくことを目指し、そのために必要な内容、解決すべき
事項、その手法について議論を進める。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ３ 中学校費 目 ２ 教育振興費 

事 務 事 業 名 中学校就学援助事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,241,667     2,241,667

Ｒ４ 3,262,706     3,262,706

増減 △1,021,039     △1,021,039

事 業 目 的  

経済的理由のため就学困難と認められる生徒の保護者に対し、就学援助費を支給することにより、義務教

育の円滑な実施に資することを目的とする。 

事業内容及び成果  

要保護、準要保護世帯に対する援助の状況 

種  類 実人数 支 給 額 備   考 

校外活動費 ９人(３人減) 38,876円   (2,695円増)

学用品・通学用品費 23人(６人減) 533,598円 (147,862円減)  

修学旅行費 ９人(３人減) 423,029円 (355,590円減)  

新入学学用品費 12人(５人増) 768,000円 (348,000円増)  

学校給食費 22人(７人減) 203,184円 (731,952円減) 
令和５年６月から給食

費無償化（時限措置） 

医療費 ０人(±０人) ０円      (±０円)  

クラブ活動費 12人(８人減) 144,000円  (90,000円減)  

生徒会費 22人(７人減) 31,980円   (9,330円減)  

ＰＴＡ会費 17人(５人増) 20,500円   (3,750円減)  

卒業アルバム代等 ９人(４人減) 78,500円  (33,250円減)  

オンライン学習通信費 ０人(±０人) ０円      (±０円)  

合  計 23人(６人減)  2,241,667円(1,021,039円減)  

支給種類（学用品・通学用品費、修学旅行費等）と支給額は、各学校や学年、実績等により異なる。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法、就学援助費支給条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

経済的理由のため就学困難と認められる生徒の保護者に対し、就
学援助費を支給することにより、義務教育の円滑な実施を図る必
要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

就学援助費を支給することにより、保護者の教育費負担軽減及び
生徒の適正な就学の支援が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等から
要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

国の制度に準拠しつつ、経済的理由により、就学や教育機会を奪われるようなことが
ないよう事業を継続していく。 継 続 
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款 10 教育費 項 ３ 中学校費 目 ２ 教育振興費 

事 務 事 業 名 中学校情報化教育推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 5,092,994 525,000   2,500,000 2,067,994

Ｒ４ 4,636,230 294,000    4,342,230

増減 456,764 231,000   2,500,000 △2,274,236

事 業 目 的  

情報化社会に対応するため、技術的、内容的により進歩したＩＣＴ教育の充実を図るとともに、自主的な

学習活動に資する。 

事業内容及び成果  

１ 令和２年度に整備した１人１台端末を有効活用するため、端末の操作や授業活用に関する支援を実施し

たほか、ネットワークの保守管理を実施した。 

 中学校ＩＣＴ支援業務委託料 2,640,000円（±０円） 

 保守管理の状況 

学 校 名 内    容 金 額 

芦別中学校 学校の情報ネットワーク環境について、その機器等が

良好な状態で円滑に授業等ができるよう保守業務を

行った。 

155,100円 （±０円） 

啓成中学校 155,100円 （±０円） 

芦別中学校 学校の各教員が使用する校務用パソコンについて、そ

の機器が良好な状態で円滑に事務が執行できるよう

機器の保守と各教員へのサポート等を行った。 

111,397円 （±０円） 

啓成中学校 111,397円 （±０円） 

２ プリンタートナー等の購入費  1,364,198円（158,873円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

ＩＣＴ教育の進展とＧＩＧＡスクール構想によるタブレット端末
の導入により、早期からＩＣＴ機器を活用した教育の充実を図る
必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

タブレット端末を活用した授業への取組が進められ、生徒の活用
能力が向上した。また、ＩＣＴ支援員による研修・助言等を通じ、
各教員の端末活用力を高めることができ、授業改善につながった。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学習指導要領により、ＩＣＴ教育及びプログラミング教育の実施は必須になっているこ
とから、タブレット端末を活用し、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向
けた教育を実践するとともに、引き続き教員を対象としたコンピュータ等研修会を実施
し、教員の習熟度や授業での活用力の向上を図っていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 １ 社会教育総務費 

事 務 事 業 名 社会教育委員活動事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 162,690     162,690

Ｒ４ 147,350     147,350

増減 15,340     15,340

事 業 目 的  

社会教育行政の推進を図ることを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 社会教育委員報酬 10人（±０人） 96,000円（4,000円増） 
２ 社会教育委員会議を開催し、社会教育推進計画案等について協議を行ったほか、各種研修会への参加に
より社会教育委員としての資質向上に努めた。 
 社会教育委員会議の開催 

回数 期 日 場 所 内   容 出席者数 

第１回 ７月６日(木) 市民会館 令和４年度事業報告について ８人(±０人) 

第２回 ２月14日(水) 市民会館 令和６年度芦別市社会教育推進計画（案）について ９人(±０人) 

 各種研修会等への参加 

名  称 期 日 場 所 出席者数 

 空知管内社会教育委員連絡協議会総会 ４月21日(金)  長沼町(町民会館) １人（±０人）

 北海道市町村社会教育委員長等研修会 ７月13日(木)  札幌市(かでる２・７) １人（１人増）

 空知管内社会教育委員研究協議会 ７月28日(金)  長沼町(総合福祉センター) ２人（２人増）

 北海道社会教育研究大会（空知大会） 10月20日(金)  オンライン ２人（±０人）

 空知管内社会教育委員長等研修会 12月７日(木)  浦臼町(農村センター) １人（１人増）

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 社会教育法、社会教育委員条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

社会教育委員は、法及び社会教育委員条例に基づき設置されてお
り、本市の社会教育、生涯学習を推進するうえで必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

社会教育に関し、教育委員会に助言する職務を担い、行政と市民を
結ぶパイプ的な役割を果たしており、各種事業の計画や実績に対
し助言することにより、事業の改善が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

社会教育委員活動を充実させ、社会教育事業の推進を図っていく。 継 続 



№213 

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 各種講座・教室等実施事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 64,805     64,805

Ｒ４ 68,086     68,086

増減 △3,281     △3,281

事 業 目 的  

市民の多様化する学習ニーズに応え、生涯学習の観点を踏まえながら、各年齢層を対象とした講座・教室

等を開催し、市民の自発的・自主的な学習活動を支援することを目的とする。 

事業内容及び成果  

各年齢層を対象とした講座・教室等を開催し、市民の自発的・自主的な学習活動を支援する学習機会を提

供した。また、主催：芦別市林業振興協議会、共催：芦別市教育委員会により、市内各所で自然体験活動を

行う「あしべつネイチャークラブ」を実施した。 

 教室、講座等の開設 

区  分 開設場所 
開催日及び 

開催日数等 
参加人員 

生涯学習まちづくり出前講座 

①消費生活 

②お金に関する問題あれこれ 

③健康教室 

④子どもの安全対策 

⑤お茶の間懇話会 

⑥楽しく生涯学習 

⑦地域の歴史・見て歩き 

市内一円 

計44回（18回増） 

①１回（±０回） 

②１回（３回減） 

③23回（20回増） 

④３回（１回増） 

⑤０回（１回減） 

⑥１回（皆増） 

⑦15回（15回増） 

延1,082人（636人増） 

① 22人 （±０回） 

② 10人 （36人減） 

③583人（509人増） 

④133人 （24人増） 

⑤ ０人 （14人減） 

⑥ 13人   （皆増） 

⑦321人（321人増） 

レッツ・チャレンジ！！ 

①がっタン夏祭り

②ヒラヒラとぶよ！かいじゅうビニラ 

③いろんなスポーツにレッツチャレンジ！ 

④巨大段ボールでかくれんぼ 

児童センター 

計４回(±０回) 

①７月22日(土) 

②９月９日(土) 

③10月14日(土) 

④12月２日(土) 

延23人(２人減) 

市民講座 

森林療法講座 
旭ヶ丘公園 

計３回(±０回) 

５月11日(木)～ 

７月６日(木) 

延23人(２人減) 

市民講座 

①イラストアート教室【キャンバスコース】 

②イラストアート教室【木工コース】 

市民会館 

計２回(±０回) 

①８月14日（月） 

②８月14日（月） 

①10人 （３人減） 

②６人 （２人増） 

 共催事業の実施 

あしべつネイチャークラブ 市内一円 

計10回 (皆増) 

６月25日（日） 

～３月24日（日） 

延95人（皆増） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 教育基本法、社会教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

生涯学習・社会教育の推進の観点から、行政が実施する必要があ
る。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各年齢層を対象とした講座や教室等を実施することにより、市民
の自発的・自主的な学習活動を支援することができ、市民の学びの
機会の充実に寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民ニーズが高い講座の継続及び創出を図り、生涯学習を推進していく。 継 続 



№214

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 各種大学等実施事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 63,324     63,324

Ｒ４ 63,363     63,363

増減 △39     △39

事 業 目 的  

市民の多様化する学習ニーズに応え、生涯学習の観点を踏まえながら、ライフステージに応じた大学を設

置し、市民の自発的・自主的な学習活動を支援することを目的とする。 

事業内容及び成果  

各大学に応じた一般教養、創作活動やスポーツ体験等の講座・教室等を開催し、市民の自発的・自主的な

学習活動を支援する学習機会を提供した。（月２回開設） 

教室、講座等の開設 

区  分 開設場所 開催日及び開催日数 参加人員 

高齢者大学 市民会館ほか 
４月26日(水)～２月14日(水)  

20回(１回増) 

延405人 

(30人減) 

女性大学 〃 
５月12日(金)～２月16日(金)  

19回(１回増) 

延473人 

(40人増) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 教育基本法、社会教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

社会教育や生涯学習の機会を望む高齢者や女性が多い現状から、
実施する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各大学を実施することにより、市民の自発的・自主的な学習活動
を支援することができ、市民の学びの機会の充実に寄与してい
る。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

自主的な学習活動を支援できるよう、多様な学習機会を提供していく。 継 続 



№215

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 一般社会教育事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 132,428     132,428

Ｒ４ 66,990     66,990

増減 65,438     65,438

事 業 目 的  

各種社会教育事業の推進を図ることを目的とする。 

事業内容及び成果  

社会教育に関する研修会等への参加による資質向上や第３次芦別市生涯学習推進計画に基づいた企画運営

により、各種社会教育事業の推進を図った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 教育基本法、社会教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

生涯学習推進計画に基づき、各種社会教育団体と協力・連携し、社
会教育事業を実施する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

社会教育に関する研修会等への参加による職員の資質向上を図る
ことにより、社会教育事業の創意・工夫につながり、市民の学びの
機会の充実に寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

社会教育に関する研修会等への参加による資質向上を図るなど、各種社会教育事業を推
進していく。 

継 続 



№216

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 はたちを祝う会実施事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 50,594     50,594

Ｒ４ 37,821     37,821

増減 12,773     12,773

事 業 目 的  

新しい時代に向かって夢と希望を抱き、20歳になり社会において新たな権利を得る節目の青年の門出を応

援し、励ますことを目的とする。 

事業内容及び成果  

 令和６年はたちを祝う会（旧成人式） 

区  分 内  容  等 

開催日時 令和６年１月７日（日）午後１時30分～午後２時20分 

開催場所 市民会館大ホール 

対象者数 男 59人(７人減) 女 22人(20人減) 合計 81人(27人減)

出席者数 男 36人(１人減) 女 17人(５人減) 合計 53人(６人減) 

出席率 65.4％(10.8ポイント増) 

主な内容 式典・恩師からのビデオメッセージ、参加者に芦別銘菓（カステラ）を贈呈、 

式典終了後に体育館内にふれあい広場（参加者の語らいの場）を実施 

欠席者への対応 式典の欠席者に対し、はたちを祝う会メッセージ集（主催者・来賓・中学校の

恩師・対象者からのメッセージや参加者代表の宣言を冊子にしたもの）及び芦

別130周年・市制施行70周年記念芦別のあゆみを送付した。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

20 歳を迎える青年の新たな門出を市全体でお祝いする場が必要で
ある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

20 歳を迎える青年の門出をお祝いすることができ、社会において
新たな権利と義務を負う自覚や決意を促すことができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

参加者のニーズを把握し、事業内容の充実を図り、引き続き実施する。 継 続 



№217

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 家庭教育事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 20,000     20,000

増減 △20,000     △20,000

事 業 目 的  

 家庭の教育力向上を目指した親子参加型の体験教室等の実施、各種関係団体への補助をし、家庭教育に関

する学習機会の充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ 実施事業 

 青年団体「星に願いを」との共催で、幼児、小学生とその親を対象とした「親子体験教室 親子レク

まつり」を実施 

事 業 名 会 場 開 催 日 参加人数 

星に願いを×親子体験教室 

「親子レクまつり」 
青年センター体育館 12月17日(日) 

子ども４人(７人減) 

保護者４人(３人減) 

 小学生高学年を対象とした「あしべつ通学合宿」 

事 業 名 会 場 開 催 日 参加人数 

2023あしべつ通学合宿 宿泊交流センター 
 ９月13日(水) 

   ～15日(金) 

子ども８人(８人増) 

高校生ボランティア 

２人(２人増) 

２ 芦別市ＰＴＡ連合会活動に対する交付金  ０円（20,000円減） 

  ※ 令和５年度は、当該団体の事業の一つである研究大会を芦別130周年市制施行70周年記念式典と兼

ねて開催したことから、開催費用が発生しなかったことにより交付金が０円となった。 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 教育基本法、社会教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

家庭教育の支援は、学校・地域・行政が連携して取り組む必要があ
り、行政として各種事業の展開を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

身体を動かすゲームを親子で一緒に体験することにより、家族と
の絆を深め、また、一般青年や学年の違う子どもたちと触れ合う
ことにより、協調性を育み、家庭教育推進の一助となった。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

芦別市ＰＴＡ連合会から、安定的な事業運営のため、交付金の安定
的交付と家庭教育の課題解決に向けた保護者教育の充実について
の要望あり。また、行政改革推進委員会から、親子体験教室及び通
学合宿において、教育の一環として全員が参加する中で、事業展開
を進めていくべきとの提言を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学校・地域・青少年育成連絡協議会と連携し、家庭教育の充実や向上を図っていく。な
お、上記の要望を踏まえ、ＰＴＡ連合会活動に対する交付金を安定的に交付していく。
また、上記の提言に対しては、全員参加となれば、社会教育のみならず学校教育の分野
となることから、引き続き社会教育事業として継続していく。 

継 続 



№218

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 異文化活動事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

 国際交流員を講師とした英会話講座等を実施し、英語能力の向上と異文化交流を行うことを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 実施事業 

 ２期に分けて講座参加者の募集を行い、英会話講座を実施した。 

期 別 主な内容 実施回数 参加人数 

前 期 

(７月～９月) 

親子英会話講座 14回(±０回)  延 40 人(延 32 人減) 

英会話初級コース 13回(１回減)  延 86 人(延 22 人増) 

英会話応用コース 13回(１回減)  延 63 人(延 16 人増) 

英会話かんたんコース 13回(皆増)  延 32 人(皆増) 

後 期 

(11月～３月) 

親子英会話講座 14回(±０回)  延 70 人(延１人増) 

英会話初級コース 13回(１回減)  延 120 人(延 49 人増) 

英会話応用コース 13回(１回減)  延 48 人(延３人減) 

英会話かんたんコース 14回(±０回)  延 20 人(延 23 人減) 

 留守家庭児童会の児童を対象に楽しみながら英語を学ぶ目的として「英会話講座」を実施した。 

５月～３月 

(毎月１～２回) 

実施回数 参加人数 

24回(２回増) 延553人(延223人増) 

２ 芦別高校へのＡＬＴ業務  26回(５回減) 

 次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 教育基本法、社会教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の基礎的な英語能力の向上、異文化交流などの学習機会の提
供をするため、行政が主体となって推進する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

音楽やゲームなどを取り入れ、楽しみながら英語に触れる工夫を
するなど、市民の英語能力や異文化交流の推進に寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民のニーズに対応するため、英会話講座・語学指導教室等の実施内容の充実を図って
いく。 

継 続 



№219

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 学習活動情報提供事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

市民の自発的・自主的な生涯学習活動を支援することを目的とする。 

事業内容及び成果  

ホームページ等を活用し、生涯学習活動に関する情報提供を行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 マナビィリーダーバンク条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の自発的・自主的な学習活動の支援のために必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

マナビィ通信及び社会教育イベントカレンダーを発行し、市民に
生涯学習の情報を周知した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止な
ど 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民の学習・体験ニーズに応えるため、ホームページ等を活用し、講座やサークルの活
動状況などの情報提供を行っていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 男女共同参画推進業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

男女共同参画社会の形成を図ることを目的とする。 

事業内容及び成果  

第２次芦別市男女共同参画推進計画に基づき、芦別市男女共同参画推進協議会に対する側面的支援を 

行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 男女共同参画社会基本法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

男女共同参画推進計画に基づき、男女共同参画社会の実現を図る
ことが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市の公募委員などの選考基準等においても、男女共同参画に向け
た登用に努めている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

芦別市男女共同参画推進協議会が、令和６年度内に解散するところであるが、同協議会
に加入している女性団体や関係機関と連携しながら、男女共同参画社会の形成を図るた
め、今後も第２次芦別市男女共同参画推進計画に基づき、男女共同参画の意識啓発の推
進、男女がともに活躍できる環境づくり、安心して暮らせる環境づくりについての啓発
等に努めていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ２ 社会教育振興費 

事 務 事 業 名 地方創生塾事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 679,246    679,246 

Ｒ４ 596,680    596,680 

増減 82,566    82,566 

事 業 目 的  

 地域の様々な機関や住民等との連携によるワークショップや講演等の実施を通して、地域活動やまちづく

りに貢献する人材を育成し、地域の活性化に寄与することを目的とする。 

事業内容及び成果  

 芦別市地方創生塾（主催：市教育委員会）として、塾長（２名）及び芦別高校と連携し、２学年全員（45

人）を高校生カフェ担当（調理・接客班及び広報班）と芦別広報担当（調査・ページ班及びイベント班）に

振り分け、高校生が企画を考えるグループワーク等を行った。また、塾長及び教員と連携しながら高校生カ

フェで商品の提供、パンフレットの配布、子ども向けイベント等を実施した。 

 主な活動内容 

区  分 開催場所 開催日及び開催日数 参加人員 

グループワーク 芦別高校 
５月19日(金)～９月22日(金) 

計11回（１回増） 
高校生 延295人（168人増） 

高校生カフェ 

「ヨッテ」 

道の駅 

屋外特設会場 
10月９日(月・祝) 高校生40人（27人増） 

活動報告会 
市民会館 

中ホール 
２月29日(木) 高校生３人（１人減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 第３次芦別市生涯学習推進計画 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

高校生が地域と関わる場を創出することで、地元への思いを高め
ることができ、そこから地域の活性化に繋がる活動が生まれるこ
とにより、地域の担い手となる人材を育成する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

芦別高校２学年の「総合的な探求の時間」で学年全員の参加とな
り、高校との協働・連携の体制が深まった。また、高校生カフェ
では販売以外のイベントや観光パンフレット配布が追加され、高
校生の意見や要望を具体化した取組により人材の育成や地域の活
性化につなげることができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

芦別高等学校より、事業継続の要望あり。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

芦別高校からは事業継続の要望があり、活動内容については芦別高校、塾長、高校生と
協議・検討を進め、地域活動やまちづくりに貢献する人材を育成し、地域の活性化を図
る。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ３ 青少年育成費 

事 務 事 業 名 青少年育成事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 639,279    166,000 473,279

Ｒ４ 583,275    122,000 461,275

増減 56,004    44,000 12,004

事 業 目 的  

 青少年の健全育成に資する活動に対し、支援協力するとともに、青少年健全育成につながるリーダーの育

成や指導者養成等を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 青少年育成団体等の活動を促進するため、交付金を交付した。190,750円（165,450円減） 

２ 青少年の交流・社会参加事業等実施状況 

事  業  名 実 施 期 日 場  所 参 加 人 数 等 

全市一斉親子クリーン作戦 ５月14日(日)ほか 市内一円 1,401人（244人増） 

全市親子ドッジボール大会 11月19日(日) 総合体育館 115人（皆増） 

青少年健全育成市民の集い ２月４日(日) 総合福祉センター 
表彰及び作文特選作

品の発表 

①「青少年の日」作文・ 

標語の募集 

②「青少年の日」作文・ 

標語の表彰 

①期間  ７月～９月 

②表彰 ２月４日(日) 

①小・中・高・専 

②総合福祉センター 

作文 16点(４点増) 

・特選２点（±０点） 

・入選４点（±０点） 

標語  51点(７点増) 

・特選３点（±０点） 

・入選６点（±０点） 

 青少年の顕彰 ２月４日(日) 総合福祉センター 
個人 ８人(２人増) 

団体 ０組(±０組) 

青少年育成連絡協議会補助 年  間 ５連合会 会員 683人(45人減) 

※例年実施している世代交流下の句かるた大会については、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のた

め中止した。 

３ 青少年健全育成事業実施状況 

事  業  名 実 施 期 間 場  所 参 加 人 数 等 

テレホン相談事業 年  間 青年センター 相談件数 ０件（±０件) 

あいさつ運動の推進 年  間 市内一円 市広報紙による啓発 

４ 青少年団体リーダー養成事業の実施状況 

事  業  名 実 施 期 間 場  所 参 加 人 数 等 

子ども会リーダー養成講習会 
８月７日(月) 

～８月８日(火) 

美瑛町（国立

大雪青少年交

流の家） 

８人（８人増） 

５ 青少年健全育成活動事業費補助金  ４件（２件増） 166,000 円（44,000 円増） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 青少年健全育成事業補助金交付条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

青少年健全育成活動に対する支援や協力、青少年リーダーの育成、
指導者の養成等を行う必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

次代を担う青少年に対し実施している、ボランティア活動や体験事
業等の健全育成事業は、社会性や協調性などを学ぶ貴重な機会とな
っている。また、青少年の顕彰等を行うことにより、文化・スポーツ
等の取組に対する励みとなっている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、参加者の減少等に伴う全市一斉親子クリ
ーン作戦、市民の集い、リーダー養成講習会等の事業の見直しにつ
いて提言を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

青少年の健全育成を目指し、事業を継続して実施していく。なお、上記の提言を踏まえ、
青少年育成連絡協議会と協議しながら、より多くの参加者が見込まれる事業への見直し
を取り進めていくこととする。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ３ 青少年育成費 

事 務 事 業 名 青少年非行防止活動業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 507,880     507,880

Ｒ４ 595,520     595,520

増減 △87,640     △87,640

事 業 目 的  

青少年の非行防止活動を効果的かつ総合的に推進する。 

事業内容及び成果  

青少年センターを設置し、関係機関・団体との連携を密にし、協力しながら各種補導業務、環境浄化活動

等に当たった。 

事 業 名 主 な 内 容 回数等 人 数 

補導員パトロールの実施 

地域パトロール 市内 随時 

祭典特別パトロール ８回(２回増) 50人(５人増) 

非行防止特別パトロール 38日(３日減) 91人(13人減) 

有害環境浄化活動の実施 

有害図書等立入調査 ７月20日(木) ４人(±０人) 

環境浄化モニター部会 
上記立入調査の結果、特段問題が

なかったため、開催しなかった。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 芦別市青少年センター規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

青少年センターの専門員や補導員と連携し、街頭補導活動等により、
青少年が犯罪等に巻き込まれる事態を未然に防ぐ必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

専門員・補導員が街頭補導活動等を実施することにより、青少年の
非行防止及び青少年の健全育成につながり、市民の安全・安心に寄
与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、補導員のパトロールや有害環境浄化活動
の実施については、子どもたちの非行防止の観点からも重要な事業
であるため、経費をかけてでも実施すべき事業であるとの提言を受
けている。また、一部の町内会から、高齢化により、推薦が難しくな
ってきているとの意見がある。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

上記の提言を踏まえ、青少年センターの活動を継続し、非行防止活動に努めていく。 継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ３ 青少年育成費 

事 務 事 業 名 青少年安全対策事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 0     

Ｒ４ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

不審者による事件・事故を未然に防止することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 子ども110番緊急避難所の設置 167か所（１か所増） 

つばさ保育園の園児、芦別小学校及び上芦別小学校の児童を対象に駆け込み訓練を実施。 

４回（１回増） 

（実施箇所 つばさ保育園３～５歳児１回、芦小１年生１回、４年生１回、上小１年生１回） 

２ 青色回転灯装着公用車による巡回パトロール 本町地区８回（２回減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

「子ども 110 番緊急避難所」の設置箇所の拡大に努め、駆け込み
訓練の実施など行政と市民が一体となって子どもの安全を守る
ことが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

不審者による事件・事故を未然に防止するための小学校・保育園
での駆け込み訓練の実施及び青色回転灯装着公用車による巡回
パトロールの実施により、青少年の安全安心な地域環境の整備に
寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止な
ど 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

緊急避難所の拡大を図り、不審者が出没した際に、メール等により専門員・補導員へ迅
速に情報提供を行うとともに、青色回転灯装着公用車による巡回パトロール等を実施
し、継続して青少年の安全対策に努めていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ４ 文化振興費 

事 務 事 業 名 芸術・文化活動業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 788,990     788,990

Ｒ４ 813,978     813,978

増減 △24,988     △24,988

事 業 目 的  

地域に根ざした芸術文化を支援するとともに、市民が文化的活動に触れる機会や体験する機会を提供し、

地域の芸術文化活動の活性化を図ることを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 本市の文化振興の発展に貢献した指導者に対する表彰を行った。 

事業名 交付先 内  容 交付金額 

芦別市文化連盟 

活動事業 
芦別市文化連盟 

①本市文化の推進及び文化団体相互の連携強 

化を図るための事業を開催 

表彰授賞式 11月３日(金・文化の日) 

  功労賞   ３人（１人増） 

  奨励賞   ３人（１人増） 

②市民芸術祭 ９月30日(土)～10月１日(日) 

238,990円 

(24,988円減) 

２ 星の降る里ウインズバンドプロジェクトに対する補助 

ポップスコンクール等開催事業  550,000円（±０円） 

※合同演奏会のみ実施（新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のためポップスコンクールは中止） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の活発な芸術文化活動を促すため必要な事業である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

文化団体等を支援することにより、市民が文化活動に触れる機会や
体験する機会の充実につながり、文化の推進に寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民が芸術文化に触れる機会を提供するとともに、親しめる環境の整備などを図ってい
く。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ４ 文化振興費 

事 務 事 業 名 芸術文化交流館管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,996,583    4,608 1,991,975

Ｒ４ 2,429,198    1,994,608 434,590

増減 △432,615    △1,990,000 1,557,385

事 業 目 的  

芸術文化活動の発表・交流の場を提供するため、芸術文化交流館の適切な管理運営を行う。 

事業内容及び成果  

市民が気軽に芸術文化活動に参加できるよう、芸術文化交流館の有効活用に努めた。 

来館状況 

区 分 年間来館者数 開館日数 

市 内 365人 (４人増) 

157日(３日増) 市 外 196人 (15人増) 

道 外 21人 (15人増) 

計 582人(34人増）(団体０件(１件減)・０人(14人減)含む) 

 芸術文化交流館指定管理業務委託料  1,442,613円（110,355円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 芸術文化交流館条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
□ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年３月 31日付けで閉館となった。 評価対象外 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ５ 体育振興費 

事 務 事 業 名 スポーツ推進委員事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 200,561     200,561

Ｒ４ 312,993     312,993

増減 △112,432     △112,432

事 業 目 的  

スポーツに関する各種団体の育成や市民への実技指導などを行い、スポーツの振興を図ることを目的とす

る。 

事業内容及び成果  

１ スポーツ推進委員報酬 11人（１人増） 119,900円（16,346円増） 

２ 市民の求めに応じて、スポーツの実技指導や市主催スポーツ行事・事業等の協力を行い、市民に対しス

ポーツ推進の啓発を行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 スポーツ基本法、スポーツ推進委員に関する規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

スポーツの振興を図るため必要な事業である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

既存委員１名が退任したものの新たに２名の委員を委嘱し、11 名
体制で各種教室において実技指導を行い、スポーツの振興を図っ
た。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民のスポーツ活動の促進を図るほか、各種スポーツ事業の振興を図っていくため、継
続して事業を実施する。 
また、令和５年度末に既存委員１名が退任したことに伴い、令和６年度は 10名体制（定
員 11 名以内）となったが、少子高齢化や他市の状況等も踏まえ、将来的な委員定数の
あり方について検討を進める。 

継 続 



№228

款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ５ 体育振興費 

事 務 事 業 名 スポーツ教室開設事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 315,650     315,650

Ｒ４ 265,670     265,670

増減 49,980     49,980

事 業 目 的  

市民に対しスポーツを行う機会を提供することで、スポーツの普及、スポーツ技術の向上、健康増進を図

る。 

事業内容及び成果  

スポーツ教室開設状況 

教  室  名 教 室 日 会 場 参加人数 内  容 

子どもスポーツ教室 

かけっこ教室 ５月21日(日) 総合体育館 23人(皆増)  

運動会に向けて走

る基本姿勢や走力

向上を目的とした

教室 

子どもスキー教室 
１月13日(土) 

１月14日(日) 

カムイスキ

ーリンクス 
20人(８人増) 

初心者向け基礎的

なスキー技術の習

得 

 成人スポーツ教室 

ノルディックウォー

キング教室 

６月８日(木) 

～７月13日(木) 

（毎週木曜日） 

なまこ山総

合運動公園 
32人(11人増) 

ノルディックウォー

キング指導 

ウォーキング＆ノル

ディックウォーキン

グ教室 

10月５日(木) 

～12月14日(木) 

（毎週木曜日） 

総合体育館 39人(２人減) 

ウォーキング指導 

ノルディックウォー

キング指導 

ストレッチエクササ

イズ (昼の部) 

９月６日(水) 

～10月４日(水) 

（毎週水曜日） 

総合体育館 19人(±０人) 

軽運動を取り入れた

ストレッチエクササ

イズ教室 

ストレッチエクササ

イズ (夜の部) 

９月６日(水) 

～10月４日(水) 

（毎週水曜日） 

総合体育館 16人(３人減) 

軽運動を取り入れた

ストレッチエクササ

イズ教室 

ウエイトトレーニン

グ初心者講習会 

３月13日(水) 

３月14日(木) 
総合体育館 ３人(６人減) 

ウエイトトレーニン

グマシンの効果的な

使用方法、年齢、目的

に合わせたトレーニ

ング指導 

硬式テニス教室 
１月19日(金) 

～３月８日(金) 
総合体育館 ６人(10人減) 

プロテニスプレーヤ

ーからのテニス指導

教室 
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ウエイトトレーニン

グ教室 
毎週金曜日 

油谷体育館

トレーニン

グセンター 

15人(４人増) 

ウエイトトレーニン

グ機器の専門知識習

得教室 

楽しい運動あそび教

室 (夏季) 

５月21日(金) 

～６月23日(金) 

（毎週金曜日） 

総合体育館 ９人(皆増) 

基礎体力及び運動能

力の向上を目的とし

た教室 

楽しい運動あそび教

室 (冬季) 

２月６日(火) 

～３月12日(火) 

（毎週火曜日） 

総合体育館 16人(皆増) 

基礎体力及び運動能

力の向上を目的とし

た教室 

 巡回スポーツ教室 

 巡回スポーツ開催実績なし 

合     計 198人(50人増)  

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 芦別市社会教育推進計画 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

各種スポーツ教室を通じて、市民が体を動かす機会を提供し、スポ
ーツの振興と健康の増進を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

新たなスポーツ教室を開催するなど、スポーツの振興と健康増進
に寄与した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

教室終了時にアンケート調査を実施するなどして市民ニーズの把握に努め、より多くの
市民が参加できるような教室の開催を検討し、スポーツ振興と健康増進に向けて継続し
て事業を実施する。 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ５ 体育振興費 

事 務 事 業 名 Ｂ＆Ｇ海洋センター事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,009,749     1,009,749

Ｒ４ 248,210     248,210

増減 761,539     761,539

事 業 目 的  

水泳・海洋性スポーツ等を通じて水泳技術の向上と海事思想の普及・健康・体力づくりを推進するととも

に、地域住民相互のふれあい交流の場の提供を図ることを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ スポーツグループ養成教室の開放 

教 室 名 実 施 期 間 日数 参加人員 

キッズスイミングクラブ ６月７日（水）～８月30日（水） 12日(皆増)  12人(皆増)  

ジュニアスイミングクラブ（Ａ） ６月６日（火）～８月29日（火） 12日(６日増) 34人(８人増) 

ジュニアスイミングクラブ（Ｂ） ６月８日（木）～８月31日（木） 12日(６日増) 25人(±０人) 

ジュニア育成スイミングクラブ ６月６日（火）～９月１日（金） 24日(皆増) ３人(皆増) 

シニアスイミングクラブ（Ａ） ６月５日（月）～８月28日（月） 11日(５日増) ６人（１人減） 

シニアスイミングクラブ（Ｂ） ６月５日（月）～８月28日（月） 11日(５日増) ５人（３人減） 

水中エアロビクス教室（Ａ） ６月９日（金）～７月14日（金） ６日(±０日) 21人（11人増） 

水中エアロビクス教室（Ｂ） ７月21日（金）～９月１日（金） ６日(皆増) 26人(皆増） 

水中ウォーキング教室（Ａ:昼） ６月28日（水）～７月12日（水） ３日(±０日) ７人（２人減） 

水中ウォーキング教室（Ｂ:夜） ６月28日（水）～７月12日（水） ３日(±０日) ５人（５人減） 

親子で水慣れ教室 ７月７日（金）～８月18日（金） ６日(皆増) ７人(皆増） 

２ 市民水泳記録会

各スイミングクラブ最終日に記録測定を実施することとしたため、記録会の開催は令和５年度から中止

とした。 

３ 委託事業（委託先 Ｂ＆Ｇ芦別海洋クラブ） 

事 業 名 事 業 内 容 

Ｂ＆Ｇスポーツ北海道大会等選手

派遣事業委託 
（水泳の部）８月６日（日） 美幌町  ４人参加 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 芦別市社会教育推進計画 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

幅広い世代に対応した各種水泳教室や海洋クラブ活動等を実施
することで、市民の体力・健康の増進や水難事故の防止等を図る
ため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

新たに乳幼児向けの教室を開催する等見直しを行い、教室を充実
させて、市民の体力・健康の増進に寄与した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

今後も良好な施設維持管理に努めていくとともに、さらなる利用増加につなげるため、
新たな水泳教室や海洋クラブ活動を実施する等海洋センター事業の充実に努める。 
また、近年の猛暑、それに伴う市内小学校の夏期休暇の期間延長もあることから、開設
期間の見直しについても検討していくこととする。 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ５ 体育振興費 

事 務 事 業 名 各種体育団体助成事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 524,040    225,040 299,000

Ｒ４ 586,019    290,483 295,536

増減 △61,979    △65,443 3,464

事 業 目 的  

各種体育団体の育成及びスポーツ振興、市民の健康増進を図ることを目的とする。 

事業内容及び成果  

各種体育団体に対し、交付金または補助金を交付した。 

芦別市体育協会交付金 299,000円（3,464円増） 

 芦別市スポーツ少年団対外競技出場補助金 

交  付  先 区      分 金  額 

芦別バスケットボー

ルスポーツ少年団 

第 26 回北空知地区会長杯ミニバスケットボール大会 17,000 円 

第９回滝川地方法人会青年部会杯租税教室ミニバスケットボ

ール大会 
21,000 円 

第 44 回北空知地区ミニバスケットボール大会兼第 49回北海道

ミニバスケットボール大会地区予選会及び第２回北海道ブロ

ック大会地区予選会 

21,000 円 

第 20 回北空知地区ミニバスケットボール交流大会 13,000 円 

第 24 回滝川ライオンズクラブ杯ミニバスケットボール大会 25,000 円 

合  計  １団体（１団体減） ５大会（３大会減） 
97,000 円 

(12,000 円減)

 スポーツ振興事業補助金 

交  付  先 区      分 金  額 

芦別市軟式野球連盟 第９回道北地区はぼろ還暦軟式野球大会出場 42,800 円 

芦別バウンドテニス

協会 
第 41 回全日本バウンドテニス選手権大会 85,240 円 

合  計  ２団体（±０団体） ２大会（３大会減） 
128,040 円 

(53,443 円減) 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 補助金等交付条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

スポーツ活動を充実させるためには、他チームとの試合や交流会
などは重要であり、その活動に対する助成は必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各種体育団体の活動支援に寄与した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

スポーツの振興及び市民の健康増進を図っていくため、継続して各スポーツ団体への助
成を実施する。 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ５ 体育振興費 

事 務 事 業 名 各種スポーツ大会等招致 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 2,397,994    2,099,000 298,994

Ｒ４ 1,232,815    300,000 932,815

増減 1,165,179    1,799,000 △633,821

事 業 目 的  

各種スポーツ大会等を招致し、スポーツの魅力や素晴らしさを学ぶ機会を提供することにより、さらなる

スポーツ意識の高揚を図る。 

事業内容及び成果  

１ 2023日本プロ野球ＯＢクラブベースボールサマーキャンプ 
開催日 ８月２日（水）～４日（金） 
会 場 市民球場、球技場、宿泊交流センター 
参加者 全国の小学４年生～６年生 97人（市内４人、市外90名、道外３名） 

２ 指導者ネットワーク芦別少年フットサルフェスティバル 
開催日 11月11日（土）～12日（日） 
会 場 総合体育館、勤労者体育センター、油谷体育館、宿泊交流センター 
参加者 32チーム 選手・監督・コーチ 延1,000人、観客 延600人 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

各種スポーツ大会等の招致は、市内関係者のスポーツ精神や技術
の向上、交流人口の増加及び市内経済の発展のため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

４年ぶりにベースボールサマーキャンプを実施するなど、スポー
ツの魅力や素晴らしさを学ぶ機会を提供し、さらなるスポーツ意
識の高揚を図った。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

トップアスリートによる試合の観戦や指導を受ける環境を作ることにより、スポーツの
魅力や技術の向上が図られるほか、交流人口の増加による経済効果が期待されることか
ら、既存事業の継続にあわせ新規事業の招致活動を継続する。 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ６ 施設管理費 

事 務 事 業 名 学校体育施設開放事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 465,520     465,520

Ｒ４ 482,080     482,080

増減 △16,560     △16,560

事 業 目 的  

市民のスポーツの活動の場として、小中学校の体育施設を開放することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 学校体育施設開放事業主事等報酬    ３人（±０人） 161,920円（ 5,760円減） 

２ 学校体育施設開放事業管理指導員等報酬 ７人（±０人） 303,600円（10,800円減） 

３ 開放実施校において利用団体と期間・時間帯等の調整を行い、広報等を通じて市民周知を図るなど、利

用の拡大に努めた。 

体育館利用状況 

学校名 開放日数 利用人員 開 放 期 間 

芦別小学校 101日 (22日減) 1,689人 (60人増)  令和５年５月６日～令和６年２月28日 

上芦別小学校 114日 (10日減) 1,312人(124人増)  令和５年５月６日～令和６年２月28日 

芦別中学校 38日 (31日減) 426人(412人減)  令和５年10月11日～令和６年３月４日 

合  計 253日（63日減) 3,427人(228人減)   

グラウンド利用状況 

学校名 開放日数 利用人員 開 放 期 間 

芦別小学校 52日（84日減) 675人(341人減)  令和５年５月10日～令和５年10月31日 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 芦別市立学校の体育施設の開放に関する規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

施設の有効活用と利用者の活動機会が増えることで、スポーツの
振興が図られるため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

利用日数や人員は減少傾向にあるものの、一定程度学校体育施設
の有効活用が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

少年団活動をはじめとした市民のスポーツ振興・健康維持のため、学校体育施設を有効
に活用していく。 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ６ 施設管理費 

事 務 事 業 名 各種社会体育施設管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 33,451,893   10,000,000 840,558 22,611,335

Ｒ４ 60,114,697   9,500,000 27,408,086 23,206,611

増減 △26,662,804   500,000 △26,567,528 △595,276

事 業 目 的  

市民の心身の健全な発達及びスポーツの普及振興を図るため、スポーツを行う場を提供し、体力・健康を

増進することを目的とする。 

事業内容及び成果  

各種社会体育施設の現状・利用状況等を把握し、市民がより快適に利用できるよう適切な管理運営を行っ

た。 

各種社会体育施設利用状況   施設管理等業務委託料    6,530,959円（303,000円増） 

施 設 名 利用期間 利用者 使用料 

勤労者体育センター 通年 9,636人(376人減) 
564,131円(10,837円減) 

本町テニスコート ５月～10月 471人 (88人減) 

上芦別球場 ５月～10月 448人 (３人増) 15,780円 (1,920円増) 

合  計 10,555人(461人減) 579,911円 (8,917円減) 

Ｂ＆Ｇ海洋センター利用状況  海洋センター管理業務委託料 6,666,000円（±０円） 

延利用人員 

幼 児 小学生 中学生 高校生 一 般 見学者 合 計 

408人 

(339人増) 

2,498人 

(1,179人増) 

194人 

(134人増) 

20人 

(17人減) 

1,730人 

(716人増) 

712人 

(378人増) 

5,562人 

(2,729人増) 

開設日数 
一日平均 
利用者数 

使用料金 

104日間 

(±０日間) 

53.5人 

(26.3人増) 

211,880円 

(36,520円増) 

 整備事業 

   工事請負費 11,220,000円（5,258,000円減） 

   ・施工内容：勤労者体育センター照明器具ＬＥＤ化工事 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 社会体育施設条例、芦別市社会教育推進計画 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の体力の向上や健康維持・増進のため、社会体育施設を適切
に管理する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各体育施設の適正な維持管理が図られた。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、勤労者体育センターのＮＰＯ法人等へ
の委託化を検討すべきとの提言を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

■有 
□無 

上記の提言を受けているものの、受け皿となる団体が確保できな
いなどの理由から、当面は直営で管理運営を行っていく。 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民が体力・健康増進のため利用しやすい環境を維持するため、老朽化に伴う計画的な
修繕などを行い、適正な施設管理に努めるとともに、大会や合宿での利用等を推進する
ことにより施設を最大限に活用する。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ７ 総合運動公園体育施設管理費 

事 務 事 業 名 総合運動公園維持管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 116,601,171   12,200,000 41,382,556 63,018,615

Ｒ４ 84,014,750    25,031,207 58,983,543

増減 32,586,421   12,200,000 16,351,349 4,035,072

事 業 目 的  

市民の心身の健全な発達及びスポーツの普及振興を図るため、スポーツを行う場を提供し、地域のスポー

ツ振興と交流人口の拡大に資する。 

事業内容及び成果  

各施設の管理業務については、専門的な知識を有している業者へ委託することで良好な状態を保つことが

でき、一般利用のほか、大会・合宿の受け入れも円滑に行った。 

なまこ山総合運動公園利用者数 

施設名 利用者数 うち共用利用 うち専用利用 

総合体育館 48,643人 (9,601人増) 8,603人 (723人増) 40,040人 (8,878人増) 

陸上競技場 5,450人    (37人減) 1,146人 (390人減) 4,304人   (353人増) 

市民球場 3,890人 (2,154人減)  3,890人 (2,154人減) 

球技場・ソフトボール場 7,202人 (1,969人増)  7,202人 (1,969人増) 

パークゴルフ場 5,745人   (143人減) 5,580人 (160人減) 165人   (17人増) 

屋外バスケットボールコート 438人   (258人増) 438人 (258人増)  

歩くスキーコース 170人    (70人増) 170人 (70人増)  

合 計 71,538人 (9,564人増) 15,937人 (501人増) 55,601人 (9,063人増) 

 各種施設における主な大会 

施 設 名 主  な  大  会 利用人数 

総合体育館 

第40回北空知地区夏季ミニバスケットボール大会兼第２回北海道ミニバスケットボ

ールサマーフェスティバルin北見地区予選会【６月16日～18日】 
1,200人 

北海道中学校体育大会空知バスケットボール競技大会【７月６日～８日】 480人 

空知地区高等学校弓道選抜大会【９月９日】 120人 

北空知地区バドミントン高校秋季大会【10月21日】 110人 

陸上競技場 
第76回北海道高等学校サッカー選手権大会空知支部予選大会【５月24日～26日】  360人 

北海道サッカーリーグ第５回道央道北ブロックリーグ【５月28日ほか２回】 120人 

球技場 

空知支部高校サッカー春季大会【５月３日～４日】 400人 

北海道ブロックリーグ道央【５月７日ほか４回】 1,080人 

フジパングループPresents 2023ロバパンCUP 第55回全道U-12サッカー大会北空知地

区予選【７月１日～２日】 
460人 
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施 設 名 主  な  大  会 利用人数 

市民球場 

北海道ベースボールリーグ公式戦【５月13日ほか７回】 490人 

中体連北空知野球大会【６月28日～29日】 600人 

第２回ウラノホールディングス杯北海道・東北交流大会【８月５日】 90人 

パークゴルフ場 第12回星の降る里あしべつ杯パークゴルフ大会【10月２日】 53人 

 主な施設管理費 

① 市民パークゴルフ場維持管理業務委託料  17,545,000円 (770,000円増) 

② 球技場維持管理業務委託料        10,692,000円 (308,000円増) 

③ 総合体育館清掃業務委託料          8,605,006円  (91,476円増) 

④ 総合体育館夜間・日直管理等業務委託料    6,842,644円 (116,160円増) 

⑤ 陸上競技場維持管理業務委託料        6,908,000円 (242,000円増) 

⑥ 市民球場等維持管理業務委託料        6,050,000円 (275,000円増) 

 整備事業 

   工事請負費 29,590,000円（皆増） 

   ・施工内容：市民球場ラバーフェンス改修工事 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 なまこ山総合運動公園体育施設条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の心身の健全な発達及びスポーツの普及振興を図るため、ス
ポーツを行う場を提供し、地域のスポーツ振興と交流人口の拡大
を図っていく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各体育施設の適切な維持管理が図られた。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、総合運動公園のＮＰＯ法人等への委託
化を検討すべきとの提言を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

■有 
□無 

上記の提言を受けているものの、受け皿となる団体が確保できな
いなどの理由から、当面は直営で管理運営を行っていく。 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

施設のＬＥＤ化や老朽化に伴う計画的な修繕などを実施し、市民のスポーツ活動の充実
と大会や合宿誘致による市外からの交流人口の増加を図り、施設の有効活用を図る。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ８ 市民会館・青年センター費 

事 務 事 業 名 市民会館・青年センター管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 92,315,314   44,500,000 4,730,632 43,084,682

Ｒ４ 60,410,596   16,300,000 6,535,733 37,574,863

増減 31,904,718   28,200,000 △1,805,101 5,509,819

事 業 目 的  

市民の学習活動の場である市民会館・青年センターについて、生涯学習の拠点施設として管理運営を適切

に行うことを目的とする。 

事業内容及び成果  

社会教育施設として学習及び文化・スポーツ活動の場を提供し、老朽箇所等の修繕をしながら、市民会館

及び青年センターの管理運営を行った。 

 市民会館利用状況 

区  分 件 数 利用人員 月平均 使用料 

大ホール 71件 (21件減) 8,092人(1,933人増) 674人(161人増)   807,154円(195,808円減)

中ホール 240件 (６件増) 4,948人 (845人増) 412人 (70人増)   150,216円  (2,288円減)

そ の 他 37件 (13件増) 384人 (274人増) 32人 (23人増)   294,379円(124,013円減) 

合  計 348件 (２件減) 13,424人(3,052人増) 1,118人(254人増) 1,251,749円(322,109円減)

 青年センター利用状況 

区  分 件 数 利用人員 月平均 使用料 

体育館 
個人  4,325人  (11人減) 360人 (１人減) 

173,238円  (9,860円増)
団体 78件（14件増) 4,640人(1,210人増) 387人(101人増) 

研修室・和室 651件（81件増) 7,913人(1,265人増) 659人(105人増) 796,013円 (74,415円増)

合  計 729件（95件増) 16,878人(2,464人増) 1,406人(205人増) 969,251円 (84,275円増)

 整備事業 

 ① 修繕料 3,336,767 円（1,965,343 円減） 

 ・修繕内容：市民会館楽屋クロス等修繕、青年センター給水配管バルブ等取替修繕、市民会館大 

       ホール舞台吊物装置滑車交換修繕、市民会館大ホール舞台緞帳落下防止取付修繕、 

       市民会館高圧受電設備修繕、市民会館大ホール手すり取付修繕ほか 

② 備品購入費 49,500,000 円（31,350,000 円増） 

 ・購入内容：市民会館大ホール舞台照明設備（舞台照明操作卓ほか） 

 主な維持管理費 

 ① 燃料費  5,441,700 円（504,900 円増） 

 ② 光熱水費 7,594,872 円（1,624,956 円増） 

 ③ 市民会館・青年センター管理業務委託料 15,429,370 円（149,270 円増） 

  ④ 市民会館・青年センター環境衛生設備等点検業務委託料 1,210,000 円（±０円） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 市民会館条例、青年センター条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

本市の生涯学習活動の拠点施設として、市民会館・青年センターを
有効活用し、管理運営することが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

修繕等を計画的に行い、施設の管理を適正に行った。また、市民に
生涯学習活動の場を提供し支援することにより、学習意欲の推進
が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、青年センター等の施設の管理運営など
は、ＮＰＯ法人等に委託することについて可能と思われるので検
討願いたいとの提言や、生涯学習の拠点施設も維持・充実させ、市
民も参画することによって、幅広い年齢の方がさらに利用したく
なるような場を提供していくべきであるとの提言を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

■有 
□無 

管理運営に対する提言を踏まえ、委託業務の集約化や指定管理者
制度の導入の検討を進めていく。 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

上記の提言を踏まえ、管理運営に関する委託については、民間事業者等に委託した場合
の費用対効果を十分に勘案したうえで、その可能性の是非について判断していく。また、
社会教育・生涯学習の拠点施設として利用しやすい良好な環境を維持・整備しながら、
より魅力ある場の提供を行うとともに、適正に施設の管理を行っていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ９ 図書館費 

事 務 事 業 名 図書館管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 12,798,225    2,832,740 9,965,485

Ｒ４ 10,054,035    2,315,045 7,738,990

増減 2,744,190    517,695 2,226,495

事 業 目 的  

市民の教養と文化の発展に寄与する施設として運営するため、図書館の適切な維持管理を行う。 

事業内容及び成果  

１ 図書館協議会委員報酬 ７人（±０人） 40,000円（28,000円減） 

２ 利用状況 

図書館年間入館者数 18,057人（1,770人減） １日平均 71人（３人増） 

区 分 年間利用者数 貸出冊数 ＡＶ利用者数 開館日数 

児 童 3,133人  （14人増） 5,768冊  （50冊減） 364人（115人増）  
254日 

（38日減） 
一 般 14,924人（1,784人減） 54,379冊（2,602冊増） 1,041人（334人増） 

合 計 18,057人（1,770人減） 60,147冊（2,552冊増） 1,405人（449人増） 

 移動図書館車年間利用数 

区 分 貸出冊数 巡回数 備   考 

児 童 492冊  （5冊増）  

253回（±０回） ステーション数 11箇所（±０箇所） 一 般 4,233冊（436冊増）  

合 計 4,725冊（441冊増）  

３ 主な維持管理費 

 燃料費     2,173,896 円 （43,496 円増） 

光熱水費    1,883,340 円（375,246 円増） 

 清掃業務委託料 1,935,960 円（190,340 円減） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 社会教育法、図書館法、図書館条例、図書館条例施行規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

施設の維持管理を適切に行い、市民の教養と文化の発展に寄与す
るため良好な環境を提供していく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

休館日の見直しに伴い開館日数は減少したが、貸出冊数の制限撤
廃、子育て世代が子どもの声などを気にせずに利用できる環境づ
くり、利用者ニーズが高い学習環境の整備を図るなど、市民の居場
所としての図書館づくりに努めた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

■有 
□無 

指定管理者制度の導入については、先進地視察や図書館協議会委
員との意見交換を踏まえ、運営面や費用面において、委託化の効果
が低いことから、当面市直営で運営するが、引き続き検討を進め
る。 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

幅広い世代が利用する施設として、適切な維持管理に努める。 継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ９ 図書館費 

事 務 事 業 名 読書普及活動 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 3,745,272    1,200,000 2,545,272

Ｒ４ 3,814,896    1,150,000 2,664,896

増減 △69,624    50,000 △119,624

事 業 目 的  

図書館資料の整備を図り、利用者の求める資料を速やかに提供し、読書普及に努める。 

事業内容及び成果  

図書館資料の整備や、各種行事を開催するなどの読書普及活動を実施した。 

 備品整備 

区 分 数 量 金 額 

一般及び児童図書 1,377冊（31冊増） 2,568,607円（54,685円増） 

 図書館行事実施状況 

① 図書館行事 

実施区分 事 業 名 実 施 日 開催時間 参加者数等 

毎 月 
えほんおはなし会 毎月１回水曜日 11：00～12：00 

12回（皆増） 
  ４人（皆増） 

絵本読み聞かせ会 毎月１回土曜日 14：00～15：00 
12回（11回減） 

  36人（４人増） 

年１回 

ぬいぐるみの図書館
おとまり会 

５月13日（土） 14：00～15：30 17人（１人増） 

図書館一日司書体験 ７月15日（土） 13：30～16：00 ４人（±０人） 

図書館まつり 

お宝本発掘市 
11月４日（土） 

11月５日（日） 
11：00～翌日16：00 225人（56人減） 

スタンプラリー 
11月４日（土） 

11月５日（日） 
9：30～18：00 20人（皆増） 

芦別映像上映会 11月５日（日） 13：30～15：20 17人（皆増） 

期間中 

こどもの読書週間行事 

本のセット貸出 
 ４月23日（日） 

～５月21日（日） 
9：30～18：00 

115ｾｯﾄ（19ｾｯﾄ増） 

工作セット 101ｾｯﾄ（34ｾｯﾄ減）

なぞなぞﾁｬﾚﾝｼﾞ 45人（皆増） 

なぞときとしょかん 
 ７月26日（水） 

～８月31日（木） 
9：30～18：00 37人（22人増） 

福本袋 
 12月22日（金） 

～１月14日（日） 
9：30～18：00 143ｾｯﾄ（４ｾｯﾄ減）

特 別 

SPﾚｺｰﾄﾞｺﾝｻｰﾄ ６月24日（日） 14：00～15：30 15人（皆増） 

絵本作家やしろまり

こイベント 
10月７日（日） 10：00～15：30 54人（皆増） 

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講

座＆ｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾉｰﾄの活

用について 

２月15日（木） 13：30～15：00 18人（皆増） 

次頁へ続く   



№237

② 展示 

展示（階段・２階ラウンジ） 483人（７人増） 

実施月 内   容 観覧者 

４月 芦別市短歌連盟作品展 25人（±０人） 

５月 神奈会書道四人展 50人（６人増） 

６月 和紙ちぎり絵芦別慈恵園ハイビスカス作品展 55人（20人増） 

７月 星の降る里あしべつフォトコンテスト2022 25人（45人減） 

８月 芦別市書道連盟小品展 30人（40人減） 

９月・10月 花実絵とYumeLogoArtふたり展 73人（16人増） 

11月 佐藤和実・福司康二作品展 60人（皆増）  

12月 北海道写真協会芦別支部作品展 47人（12人増） 

１月・２月 絵手紙の会福寿草 50人（15人減） 

３月 日本習字芦別支部作品展 68人（皆増）  

展示（ガラスケース） 

実施月 内   容 

４月・５月 ＰＯＯＨ熊谷の模型作品 

６月・７月 メンココレクション 

８月 粘土細工作品展 

９月・10月 灰皿・ライターコレクション 

11月・12月 パッチワークサークル作品展 

１月・２月・３月 おりがみ作品展 

特別展示（一般閲覧室） 

実施月 内   容 

４～５月 ポップアップ絵本展 

６月 食育（健康推進課） 

８～９月 防災を考える（危機対策係） 

10月 やしろまりこ絵本原画展（周年記念事業） 

11月 なつかしの歌謡雑誌展 昭和編 

２月 昭和の芦別写真パネル展（星の降る里百年記念館） 

３月 自殺予防（健康推進課） 

④ 講座等関係 

内   容 参加者数等 

ピヨピヨ ４回（±０回）  11組（±０組） 

遊びの広場 ６回（皆増）   55組（皆増）  

ふまねっと健康体操教室（旧えがお健康体操教室） 12回（４回増） 195人（63人増）   
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 ⑤ ブックスタート事業関係 

内   容 配布数 

７・８か月児絵本プレゼント 30人（６人減） 

２歳児パーソナル知育絵本プレゼント 18人（６人減） 

 ⑥ 学校関係事業 

内   容 参加者数等 

施設見学・学習（幼稚園・小学校） 248人（181人増） 

ブックトーク（小学校） 376人（ 77人増） 

学校図書館支援（小学校） ０回 （１回減） 

インターンシップ（中学校・高校） ７人 （５人増） 

 ⑦ その他読書普及活動 

内   容 発行数購入数等 

家読（うちどく）通信発行（幼児～小学校保護者向け） ３種類 ３回発行（皆増） 

ライトノベル事業（中高生向け） 人気投票５票（皆増） 

 68冊購入貸出（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 社会教育法、図書館法、図書館条例、図書館条例施行規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

活字離れが進行する中で、公立図書館として、市が市民のためにニ
ーズに応じた図書館資料の提供に努め、読書意欲の向上を図る必
要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

子どもの発達段階に応じたおすすめ本リストや読書の大切さを周
知する「家読（うちどく）通信」の発行開始や、中高生の利用減
対策としてライトノベル事業を実施するなどの読書普及活動に努
めた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

ニーズに応じた図書館資料の整備に努め、各種行事の開催とともに貸出数の増加に結び

つくような取組を実施し、読書普及に努める。第２次子どもの読書活動推進計画に基づ

き、乳幼児へのブックスタートから中高生向けの方策としての図書の整備など発達段階

に応じた取組を実施する。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 ９ 図書館費 

事 務 事 業 名 視聴覚ライブラリー運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 230,564     230,564

Ｒ４ 245,269     245,269

増減 △14,705     △14,705

事 業 目 的  

公立図書館として充実した視聴覚資料を提供し、社会教育・学校教育の推進を支援する。 

事業内容及び成果  

 視聴覚資料整備 

教材名 数 量 金 額 

ＤＶＤ 15巻（４巻減） 229,779円（14,613円減） 

 利用状況 

① 教材別利用状況 

ＣＤ ＤＶＤ ビデオ（ＶＨＳ） 合 計 

０本（±０本） 306本（115本増） 96本（５本増） 402本（120本増） 

② 対象者別利用状況 

小学校 中学校 社会教育 一 般 合 計 

０件（±０件） ０件（±０件） 12件（２件増） 686件（181件増） 698 件（183 件増） 

 上映会実施状況 

実施区分 事  業  名 実 施 日 開催時間 参加者数等 

毎 月 おもひで映画館 毎月２回 14：00～ 
24回（±０回） 
 137人（49人増） 

年３回 こども映画会 
５月７日（日） 
８月９日（水） 
１月６日（土） 

14：00～ 
３回（２回増） 

16人（15人増） 

年１回 

「映画の日」特別上映会 11月26日（日） 10：00～ ７人（４人増） 

映像でつづる芦別の歴史（19弾） ２月18日（日） 14：00～15:00 39人（29人減） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 社会教育法、図書館法、図書館条例、図書館条例施行規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

公立図書館として充実した視聴覚資料を提供し、社会教育・学校
教育の推進を支援をすることが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

子どもから高齢者まで各世代に利用される映像資料を整備し、提
供する場を設け、ライブラリー等を活用することで社会教育・学校
教育の推進を支援できた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

視聴覚資料を充実し、定期的な上映会を開催するなど、社会教育・学校教育の推進を支

援していく。 
継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 10 星の降る里百年記念館費 

事 務 事 業 名 星の降る里百年記念館管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 14,633,445    4,625,950 10,007,495

Ｒ４ 21,044,241    11,571,300 9,472,941

増減 △6,410,796    △6,945,350 534,554

事 業 目 的  

教育及び学術文化と地域の活性化に寄与するため、郷土の自然、歴史、文化に係るあらゆる文化財を収

集、保管、調査研究し、展示や教育普及活動に活かし、合わせて学習情報提供事業を行う。 

事業内容及び成果  

建物本体及び設備機器の適正な管理を行い、収蔵している文化財の適切な保存を行ったほか、展示物や収
蔵品の調査研究に基づき、特別展や教育普及活動を実施した。 

 入館者の状況  

有  料 無料（減免） 特別展 炭鉄港カード 研修室 合  計 

3,660人 
(154人増) 

1,346人 
(105人増) 

4,333人 
(1,210人減) 

1,353人 
(498人減) 

211人 
(41人増) 

10,903 人 
(1,408 人減) 

 開館日数 266日（17日減） 

 特別展実施事業 

 主な維持管理費 

① 燃料費      950,400円（230,978円増） 

② 光熱水費    4,259,528円（295,986円増） 

③ 清掃業務委託料 1,449,801円 （83,599円減） 

事  業  名 実施期間 観覧者数 事業実施団体名等 

絵画展 

「夢ロゴアート奏文字アート展」 
 5月 3日～ 5月27日 760人(303人増) 金浜玲子氏 

写真展 6月 3日～ 6月25日 618人(201人減) 北海道写真協会芦別支部 

絵手紙展 7月 1日～ 7月29日 802人(328人増)   絵手紙の会「福寿草」 

タイムカプセル開封セレモニー 8月11日 33人(皆増) 周年記念事業 

タイムカプセルセレモニー 9月 2日 26人(皆増) 周年記念事業 

芦別書道展 9月13日～ 9月24日 227人(皆増) 芦別書道連盟 

「特別展」タイムカプセル展 10月 4日～11月 2日 1,060人(皆増) 主催事業 

芦美会展 11月 3日～11月26日 471人(80人減)   芦別美術協会 

星の降る里あしべつ 

フォトコンテスト 2023 作品展 
12月 2日～12月22日 167人(221人減)  芦別商工会議所 

みんなの絵画展 1月 4日～ 1月28日 159人(8人減) 認定こども園芦別みどり幼稚園

和紙ちぎり絵展示会準備 3月23日 10人(皆増)  虹の会 

合   計  4,333人(1,210人減)  
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 博物館法、百年記念館条例、百年記念館条例施行規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

郷土資料を収集・保管・展示し市民等の教養、調査研究等に資する
こと及び教育的活用を行うため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

ふるさと教育の一環で児童生徒が学習する場として、また、市民等
の地域学習の拠点施設として活用が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

■有 
□無 

民間委託による管理運営にあたっては、専門的知識を持つ人材確
保が必要であるため、当面、市直営で運営していくが、指定管理
委託に向けて引き続き検討していく。 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

施設の適切な維持管理を図りつつ、道の駅エリア内に所在している優位性を踏まえ、収
集した郷土資料の展示・研究・保存、教育普及活動や学習情報提供の場としての活用を
図るとともに、市内サークル等の活動発表の場としての利用を促していく。 

継 続  
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 10 星の降る里百年記念館費 

事 務 事 業 名 文化財保護事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 199,945    199,945

Ｒ４ 585,820    385,440 200,380

増減 △385,875    △385,440 △435

事 業 目 的  

文化財の保護及び教育的活用の促進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 文化財保護審議会委員報酬 ５人(±０人) 16,000円（4,000円減）  

審議会開催１回(±０回) 

２ 文化財保護に係る主な経費 

芦別獅子伝承者養成補助金     120,000円（±０円） 

レンガ倉庫等管理業務委託料     24,000円（4,000円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
文化財保護法、北海道文化財保護条例、文化財保護条例、文
化財保護審議会規則 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければならな

い理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

文化財の保護及び教育的活用の促進を図るため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図られて

いるかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

文化財の保存、活用を図るため、ふるさと教育等の教育的活用
や、文化財の大切さを多くの人に伝える見学会や情報発信に
努めた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの要望な

ど） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

文化財の適正な維持管理と教育的活用を図り、地域に根ざした歴史・文化を次代に継承
するとともに、新たな文化財を見出すため文化財保護審議会の意見を聴きながら情報収
集に努める。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ４ 社会教育費 目 11 合宿振興費 

事 務 事 業 名 合宿振興事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 22,016,740    18,891,588 3,125,152

Ｒ４ 19,323,915    15,556,626 3,767,289

増減 2,692,825    3,334,962 △642,137

事 業 目 的  

スポーツ・文化合宿の誘致・受入れを行い、スポーツ及び文化の振興並びに地域の活性化を図る。 

事業内容及び成果  

実業団クラスの受入れのほか、大学・高校等の合宿が快適に実施できるよう施設の適切な管理運営を行っ

た。 

合宿事業（あしべつ宿泊交流センター・スターライトホテル等） 

① 実業団女子バレーボールＪＴマーヴェラス   （５泊６日 延利用人数  187人） 

② 北海道バレーボール協会（年３回実施）    （12泊15日 延利用人数 3,369人） 

③ 北海道大学バトミントン部          （５泊６日 延利用人数   138人） 

④ 米子北高等学校サッカー部           (４泊５日 延利用人数  115人) 

⑤ その他58団体 

合計 64団体（４団体増） 延参加人数 9,953人（2,326人増） 競技種目 13種目(２種目増) 

 研修・教育活動事業（あしべつ宿泊交流センター１号館・２号館） 

① 北海道立北の森づくり専門学院        (１泊 ２日 延利用人数   88人) 

② 早稲田大学文化部ゼミ活動          (４泊 ５日 延利用人数  112人) 

③ 札幌厚別高校軽音楽部            （４泊 ５日 延利用人数  185人） 

④ 星槎国際高等学校スクーリング(28団体)    (74泊102日  延利用人数 3,966人) 

⑤ その他２団体 

合計 33団体（±０団体） 延参加人数 4,404人（433人減）  

あしべつ宿泊交流センターの利用状況 

区 分 利用団体数 延利用人数 

１号館 22団体（２団体減）  1,801人  （691人減） 

２号館 58団体（１団体増）  5,420人  （811人増） 

１・２号館 15団体（４団体増）  3,945人（1,209人増） 

合 計 95団体（３団体増）  11,166人（1,329人増） 

主な維持管理費 

① 燃料費                1,401,193 円  (98,231 円減) 

② 光熱水費                          4,207,052 円 （31,121 円増） 

③ 宿泊交流センター管理業務等委託料  5,575,329 円（514,825 円増） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 宿泊交流センター条例、芦別市社会教育推進計画 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

交流人口の増加により、市内経済の活性化を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

コロナ禍による外出制限の緩和により合宿団体、利用者が増加し、
市内経済の活性化に寄与した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、市内の経済効果が発揮されるよう地元
農産物の食材や特産品を用いた食事の提供など、経済波及効果が
少しでも多くなるような取組を検討すべきとの提言を受けてい
る。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

リピート団体に対する継続的な合宿誘致活動を行うほか、引き続き宿泊交流センターを
活用した大型合宿の受入れや新規団体の誘致を図っていく。 
また、上記の提言に対しては、合宿団体への市内食事提供事業者の斡旋や特産品の購買
等、各種サービスの充実を図り、地域経済波及効果をより誘発するような取組を実施す
る。 
あわせて、宿泊交流センターについては、施設のＬＥＤ化や老朽化に伴う計画的な修繕
などを行い、適正な施設管理に努める。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ５ 保健体育費 目 １ 保健体育総務費 

事 務 事 業 名 学校保健及び各種検診事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 4,224,813    192,280 4,032,533

Ｒ４ 3,849,775    195,960 3,653,815

増減 375,038    △3,680 378,718

事 業 目 的  

学校における保健管理及び安全管理を行うことにより、児童生徒及び教職員の健康の保持増進を図り、学

校教育の円滑な実施に資することを目的とする。 

事業内容及び成果  

児童生徒及び教職員に対し、学校保健安全法に規定する各健診を実施した。また、日本スポーツ振興セン

ターや全国市長会学校災害賠償保険等に加入することにより、学校内での事故、災害時に備えた。 

 児童生徒健康診断（内科健診ほか） 

区 分 実 人 数 委 託 先 委託費 

小学校 309人（５人増） ① 一般社団法人芦別市医師会 

② 芦別歯科医会 

③ 芦別市薬剤師会 

1,797,360円 

(289,320円増) 中学校 169人（±０人） 

 教職員健康診断（総合健診） 

区 分 実 人 数 委 託 先 委託料 

小中学校 60人（１人減） 市立芦別病院 
1,145,782円 

 (66,055円減) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校保健安全法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

学校における保健管理及び安全管理を行い、児童生徒及び教職員
の健康の保持増進を図り、学校教育を円滑に実施する必要がある。

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

児童生徒及び教職員の健康の保持増進が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

芦別市ＰＴＡ連合会から、日本スポーツ振興センター掛金につい
て、学校設置者（市）と保護者の負担する掛け金の割合を折半とし
ているが、全額補助の要望が出されている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

児童生徒、教職員の健康を保持するために適切に健康診断を実施するほか、教育活動が
安全に実施されるよう、適切に対応していく。日本スポーツ振興センター掛け金の負担
割合は現状のままとして、保護者に理解を求めていく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ５ 保健体育費 目 １ 保健体育総務費 

事 務 事 業 名 体育振興事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,902,680    1,000,000 902,680

Ｒ４ 2,132,370  545,600  1,000,000 586,770

増減 △229,690  △545,600   315,910

事 業 目 的  

児童生徒の健康増進と体力向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 小学校におけるスキー授業の実施に伴い、外部指導者（講師）への謝礼及びスキー場（富良野市・歌志

内市）への移動のためのバス借上げに係る費用を負担した。 

参加校 スキー場利用回数 リフト利用延人数 外部指導者 スキー授業に伴う経費 

２校 

(±０校) 

12回 

(±０回) 

616人 

(８人減) 

７人 

(±０人) 
1,808,680円(229,690円減) 

２ 中学校における武道（柔道）授業の実施に伴い、外部指導者（講師）への謝礼に係る費用を負担した。 

参加校 授業回数 外部指導者 柔道授業に伴う経費 

２校 

(±０校) 

10回 

(±０回) 

２人 

(±０人) 
94,000円(±０円) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校教育法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

児童生徒が健康で安全な学校生活を送り、心身の調和的発達を図
るためには、自然環境や地域特性に合わせた学校での体育事業の
実施が必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

児童生徒の健康増進と体力の定着が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

児童生徒の健康増進と体力の向上を図るため、学習指導要領と学校の教育課程に基づ
き、小学校においては、引き続き北海道の冬期間における自然環境を生かしたスキー授
業を、中学校においては柔道の授業を実施していく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ５ 保健体育費 目 ２ 学校プール管理費 

事 務 事 業 名 学校プール管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 741,815     741,815

Ｒ４ 279,284     279,284

増減 462,531     462,531

事 業 目 的  

児童の健全な育成のため、学校プールの安全で適切な管理運営を行う。 

事業内容及び成果  

 若葉プール（芦別小学校プール）及び上芦別小学校プールのろ過機内の配管の損傷等により、開放するこ

とができなかったことから、Ｂ＆Ｇ海洋センターでのプール授業の対応を図った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

児童の健全な育成のため、学校プールの安全で適切な管理運営を
行う必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

学校プールを開放することができなかったが、施設の必要な維持
管理に努めた。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止な
ど 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

今後の学校プールのあり方については、費用対効果を勘案するとともに、近隣自治体に
おける学校プールの運営状況を調査するなど、一定の方向性について検討していく。 

継 続 
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款 10 教育費 項 ５ 保健体育費 目 ３ 学校給食費 

事 務 事 業 名 学校給食事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 108,151,464 8,509,248  41,400,000 24,831,343 33,410,873

Ｒ４ 87,523,776 13,893,729  21,100,000 27,823,658 24,706,389

増減 20,627,688 △5,384,481  20,300,000 △2,992,315 8,704,484

事 業 目 的  

「学校給食法」に基づき、安全で栄養バランスのとれた食事を提供することにより、児童・生徒の心身の健

全な発達に資するとともに、学校給食を通して児童生徒に日常生活における望ましい食習慣を育成する。ま

た、学校給食センター施設の適正管理により、安全・安心な給食を提供する。 

事業内容及び成果  

衛生管理責任者である栄養教諭を中心に、学校給食衛生管理基準に基づく食中毒防止等の管理体制を充実

させるとともに、経年により施設・設備等に不具合箇所が発生してきていることから計画的な維持補修及び

設備の更新を図り、児童・生徒に安全・安心な学校給食を提供した。 

１ 給食センター運営委員会の開催状況 ２回開催（±０回増） 

給食センター運営委員会委員報酬  ７人（±０人） 36,000円（16,000円減） 

２ 実施状況 

給食対象校 給 食 数 
給 食 の 

供給日数 

１日平均 

給 食 数 

小学校 ２校(±０校) 72,405食 (561食減) 

205日(±０日) 555食(５食減) 中学校 ２校(±０校) 41,409食 (510食減) 

合 計 ４校(±０校) 113,814食(1,071食減) 

区  分 決 算 額 内  容  

給食費徴

収金で賄

う経費 

賄材料費 
37,285,542円  

( 3,951,313円増) 

小学校分 

１ 単価 255円 

 ２ 給食数（試食等を含む） 75,235食（292食減） 

 ３ 給食費総額  19,184,925円(63,583円減) 

   ・無償化分（４月～３月） 

給食数        61,368食（35,297食増) 

  金 額    15,648,840円（9,000,735円増） 

   ・有償分   3,536,085円 

中学校分 

１ 単価 306円 

 ２ 給食数（試食等を含む） 41,440食(487食減) 

 ３ 給食費総額  12,680,640円(149,022円減) 

   ・無償化分（６月～３月） 

給食数       27,808食（13,904食増） 

      金 額     8,509,248円（4,254,624円増） 

   ・有償分   4,171,392円 
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区  分 決 算 額 内  容  

小中学校の合計 

 １ 給食費総額 31,865,565円(212,605円減) 

 ２ 無償化分   24,158,088円(13,255,359円増) 

３ 有償分    7,707,477円(13,467,964円減) 

運営費 

一般管理

費 

52,651,125円

(15,608,165円増) 
消耗品費、諸検査に係る手数料、工事費、機械器具費 等 

燃料費及

び光熱水

費 

11,435,181円 

(429,171円増) 
電気料、上下水道料及び灯油代 

食品加工 

委託料 

2,093,616円 

(408,039円増) 
パン及びご飯の加工に係る委託料 

給食配送

委託料 

4,686,000円 

(231,000円増) 
給食の配送に係る委託料 

計 
70,865,922円

(16,676,375円増) 

合     計 
108,151,464円

(20,627,688円増) 

※給食費内訳の食数は、試食等を含むため、給食対象校の給食数とは一致しない。 

３ 地場産品使用状況 

品 名 年間使用量 品 名 年間使用量 

① 米（ななつぼし） 5,517㎏ (123㎏減) ⑥ だいこん 240kg(21kg減)

② 鶏卵 448kg (116kg減) ⑦ はくさい 63kg (3kg増)

③ じゃがいも 862kg (347kg増) ⑧ 南瓜 31kg (1kg増)

④ キャベツ 349kg (658kg減) ⑨ パセリ 0.3kg  (皆増)

⑤ なす  6kg  (1㎏減) ⑩ さくらんぼ 30kg  (寄贈)

４ 整備事業（決算額は、２ 実施状況 運営費 一般管理費の額に含む。） 

 修繕料 2,581,722円（874,764円増） 

   ・修繕内容：機械室ラインポンプ取替修繕、温水ボイラー密閉膨張タンク取替修繕、 

温水ボイラー減圧弁取替修繕、調理室入口自動ドア修繕ほか 

 工事請負費 22,550,000円（13,662,000円増） 

   ・施工内容：内部改修工事 

         電気設備改修工事（債務負担分） 

 備品購入費 19,147,730円（388,880円増） 

   ・購入内容：蓄圧式粉末消火器、業務用ガスメーター機 

電気式消毒保管機（債務負担分） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校給食法、学校給食センター条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

学校給食法に基づき、安全・安心で栄養バランスが取れた食事を提
供することにより、児童生徒の心身の健全な発達に資するととも
に、学校給食を通して児童生徒に日常生活における望ましい食習
慣を育成する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

多数の調理設備の更新により、調理業務の処理能力が向上したほ
か、小学生の学校給食費無償化（中学生については時限的な措置）
により保護者の負担軽減及び子育て支援に寄与した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□有 
■無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

施設と調理器具等の老朽化が進んできているが、計画的に更新等を行いながら、当面は
現体制を維持しつつ、安全・安心な学校給食の提供に努めていく。なお、引き続き地場
産品の利用推進について検討するほか、本市にふさわしい学校給食事業の運営形態の研
究を進める。なお、令和５年度から小学生を対象に給食費の無償化を実施したが、中学
生においても令和６年度から無償化を実施している。 

改 善 
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款 10 教育費 項 ６ 財産造成費 目 １ 財産造成費 

事 務 事 業 名 学校林管理運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ５ 1,994    1,994 

Ｒ４ 2,148     2,148

増減 △154    1,994 △2,148

事 業 目 的  

市内学校の営繕及び設備に要する資金を造成し、あわせて児童及び生徒の林業教育の振興に資することを

目的とする。  

事業内容及び成果  

学校基金に属する学校林の現況 

学校林の名称 所在地 面積 

芦別小学校学校林 
芦別市黄金町592番地の２、594番地 0.4315ha(±０ha) 

芦別市常磐町609番地の２ 0.6669ha(±０ha) 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 学校基金条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市内学校の営繕及び設備に要する資金を造成し、児童及び生徒の
林業教育の振興を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

学校基金運用収益の積立により、市内学校の営繕及び設備に要す
る資金の造成が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

学校林管理期間の長期化等により、資金造成の効果が低くなっていることから、他の活
用方法の検討など廃止を含めた制度の見直しを行っていく。 

継 続 


